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伊藤陽一

はじめに

本稿は、賃金・労働費用の統計による国際比較として、われわれ自らの計算方式の提起

と実際計算に向けての作業の第一段階として、賃金の国際比較にかかわる従来の諸研究を

サーヴェイすることを目的とする。このために、第一に、研究や調査の経過の概略を見て

一般に賃金比較において問題とされる理論上、作業上の諸点を示し、第二に、最近の計算

の主要なものを幾らか詳しく紹介・コメントする。以上に基づくわれわれの実際計算は次

稿以降の課題にする。以下、本稿では、次の構成をとる．

Ｉ賃金の国際比較研究の経過と論点.・・・・・・・２

（１）賃金の国際比較研究の経過概略と文献・資料

（２）比較計算における論点と注目点

Ⅱ名目賃金比較一最近の主要作業．・・・・・・・８

１ILO-Octoberlnquiry ８

■

１２２EC-LabourCost

３スエーデン経営者連盟（SAF)の国際調査２１

４日経連（労働問題研究会報告）２５

５労働省（政府）サイド２８

６労働組合一：中尾和彦市（電機労連）３１

７名目賃金比較についての全体的要約・論評３４

ｍいわゆる実質賃金比較．・・・・・・・３６

１消費購買力・消費物価水準の計算３８

（１）国連（２）国際金属労連（ＩＭＦ）（３）スイスユニオン銀行

（４）ＯＥＣＤ（５）経済企画庁（６）その他

２実質賃金の算出４８

（１）スイスユニオン銀行（２）労働省政策調査部

■
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Ｉ賃金の国際比較研究の経過と論点

賃金関係指標の国際比較に関する研究・調査に関しては、特に1960年代に、その時期ま

でのサーヴェイ的文献があった。その後の時期において、そういった文献を筆者は知らな

い。そこでここでは、1960年代の文献とその後さらに探りえた文献に依拠して、賃金の国

際比較をめぐる論議の経過の概略と比較に関わる論点・注目点等を概説し、ｎ以下での

立ち入った紹介・コメントのための予備とする。

屯

1．賃金の国際比較研究の経過u吊略と文献・資料

ﾆﾘ

①賃金の国際比較に関しては、国際的には、19世紀後半、労働組合運動が賃金情報の収

集につとめ、さらに、マサチューセッツ労働統計局、英国政府が生計費指数の比較を行

なったのが、出発とされる（孫田、1963、経済調査協議会1964）。２０世紀に入り、英国

政府、南アフリカ政府が食料ないし若干の品目をベースにして実質賃金の比較を行なっ

た。国際比較に理論的・方法論的に貢献するのは、第一次大戦後のＩＬＯでの論議であ

る。第一回国際労働統計家会議(1923年）は、統計収集の努力を決議し、同第二回会議

（1925年）では、実質賃金の国際比較に関する決議があり、第四回会議（1931年）でも決

議がある。ＩＬＯ自らによる計算としては、1924年に20カ国計算と1929年のフォード・

ファイリーン（の資金提供による）調査がある。ＩＬＯは、1954年の第八回会議でもこの

問題をとりあげている。ＩＬＯの労働統計に関する活動では、国際比較における方法や問

題点についての指摘等では、見るべきものが多い。

国際的には、その他、国連が世界各地域に在留している国連職員の給与決定のために、

計算を継続していること、西ドイツ政府によるしばしばの計算、ＯＥＣＤの幾つかの計

算、他方国際的労働組合組織による若干の計算が注目される（孫田1963､pp､3～11）。

現在、国際的に発表されている賃金比較統計について見れば、まず、名目賃金比較表は

各国労働統計機関が提示している。すなわち、合衆国ＢＬＳ；Ｅ】mpﾉｑｍＢｍａｎｄＥｈｍｉｎｇｓ，

英国の雇用省；Ｚ】､p/CMW＆ITtGazettadnﾉﾌUmAhStmCtOfStatjStiGSb全国経済社会研

究所（NationalInstituteofEconomicandSocialResearch(NIESR)の吃tionaノ

n7stitute此○/ｗ７ｉｃ彪Vie既ストックホルム雇用主連合（SAF:SwedishEmployers，Con-

●

federation）のノＭＺｇｇｓａｊ７ｄ⑰talLa6ourCbstsfbrIibnIeI､s-Dﾌtemuatjmaノβｾﾉrv'a)'で
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ある。そして地域的国際機関、国連の、すなわち、EC-Eurostat;fbur〃ぬ、１，８画，

ZabouFCbstsmnTdtIstIy;ＯＥＣＤ；/Maij7此ｏｎ”icn7dicatoIQs、ＩＬＯ；HaarbooAr

ofLa加広StatistjcsとＢ､/ﾉetmofLabo”StatjSticsと、とくにその別冊号の「オ

クトバー・インクアイアリー特集」などがある。実質賃金の計算に関しては、前提される

物価水準ないしは消費購買力の比較において、継続しているものは、国連、ＯＥＣＤ、国

際金属労連（ＩＭＦ），スイスュニオン銀行、ビジネスインターナショナル社などがあえ

るが、このうち、Eurostatが加盟各国に独自の調査票を配布している。この調査の場合

をふくめて、これら国際比較は、各国政府の調査結果の申告によるかそれらを収集して、

比較表にまとめられているものである。今日、日本が経済強国となっている点で、比較対

象には日本がふくめられている。

②日本について見れば、1930年代のソシアルダンピング論議があり、ＩＬＯの事務局次

長モーレットが実情調査に来日した。他方で日本資本主義論争における日本の低賃金構造

をめぐる論議の一環としての「印度以下的低賃金論争」が、出発点の論議であり、方法論

的にはともかく、当時の日本社会の根幹規定にかかわっての問題として検討された。

第二次大戦以後は、1950年代はじめにアメリカで日本からの若干の品目について低賃金

による低価格であるという批判が起き、1955年前後には、繊維製品の低価格への批判があ

り、1960年代には、日米貿易経済会議での論議として、日本の低賃金が批判の対象とさ

れた。これに対して外務省が反論の文書を配布する（外務省１９５４）。すなわち、国際的

な貿易・価格競争にかかわって賃金比較が問題とされる。これに関して、近代経済学者

が、日本の賃金が低いのは不当ではないという点を、近代経済学の理論にそくして展開す

る。他方で１９６０年代に労働組合運動が、「ヨーロッパ並みの賃金」を要求したという事

情があった。これに対して、経営者サイドは、日本の賃金は低くはないことを、福利費等

を込みにした計算で示そうとし、さらにはヨーロッパ並みに近付いていることを指摘す

る。これに対して労働運動サイドは、生産性の高さをも組みいれて、依然として低賃金で

あるとして反論する。この間、マルクス経済学においては、高度経済成長をもたらした主

要な理由として、日本の高能率、高生産性、低賃金に注目していた。

これらの論議の中で、実質賃金ないし消費購買力平価の日本にかかわっての具体的な計

算例としては、戦前にＣ・クラークの計算［『経済的進歩の諸条件』1941］があり、第二

次大戦以後は、1960年代半ばにかけて、ＩＬＯ繊維委員会（1950）の食料賃金比較、米Ｂ

ＬＳによる食料賃金比較(1951,ＡｍＲＦｅｂ）、孫田良平(1951)、統計研究会による実質賃

■
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金比較(1952)、労働科学研究所~藤本・高木による食料賃金比較(1953)、ギルバート・ク

レピス計算(1954)、北欧４カ国、欧州石炭鉄鋼共同体の計算、西ドイツ連邦統計局、小宮

・渡部(1959)、孫田良平(1963)の実質賃金比較、経済企画庁(1960)、野田(1960)、上田照

三(1964)、永山・稲橋（1965）、日本統計研究所（石川邦男）（1965)、労働白書(1965,19

69）の計算がある。この間、1960年代半ばにかけては、賃金比較に関して、従来の研究の

回顧・整理あるいは方法論的反省が多く行なわれた。代表的には、孫田(1962,1963,19

64）、藤本（1963）、日本労働協会のフォーラム(1963)、日本経済調査協議会(1964)等で

ある。

1970年代から、1980年代にかけては、日本製品の国際市場への進出に対して、かっての

低賃金批判の延長上に、名目賃金においての比較が引き続き行なわれる。そして、1980年

代半ばにかけて、円の為替レートの上昇とともに、幾つかの計算においては名目賃金が、

先進諸国のレヴェルに近付く。ここでは、実質賃金においてはどうかという論議も盛んに

なり、関連して、「経済強国」日本における労働者の長時間労働が、「はたらき蜂」とし

て、日本の社会における「豊かさ」の欠如とともに批判的に論じられるがにいたる。そし

て現在、労資間での賃上げをめぐる論争においては、経営者サイドからの名目賃金の世界

最高という指摘に対して、労働サイドからは、一部にこれに同調する論がある一方で、名

目賃金の高さも、なお最高などとはいえないという反論とともに、実質賃金の低さや低分

配率がなお存続しているという反批判が与えられている。

文献的に、経営者サイド、労働運動サイド等の代表的なものをみれば、日経連、関西経

営者協会、深見謙介(1979.3上）、労働経済旬報のシリーズ［高木郁郎(1981)、野田鉄郎

（1981)､尾上（1981）］，藤本（1984,1988,1989)､中尾(1988)、等がある。

これらの経過の中で、名目賃金においては、各国賃金統計の機械的で、吟味を伴わない

比較（ＩＬＯ統計の単純な引用）は排斥されて、形式的な比較基準を揃える努力が積み上

げられてきている。、企画庁、住友商事他があり、これをもとにした実質賃金算出の作業

としては、日本では、莫大な作業を要することからであろうと思われるが、労働省が主と

して、計算を行なっている。すなわち、古田(1979)、遠藤（1987,1988)である。企画庁(1

988)は、ＯＥＣＤの計算に依拠している。

現在の日本で、賃金比較についての統計を与えている文献としては、労働省の『労働統

計年報』、『労働統計要覧』、『賃金統計総覧』、『労働白書』（87,88年版）、『海外労

働白書』、経済企画庁の『経済要覧』、『国際経済要覧』、日本銀行の『国際統計比較

二
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」、『外国経済統計年報』、日本生産性本部の『活用労働統計』があり、さらに日経連の

『労働問題研究会報告』が最近継続して比較統計を掲げている。

賃金に関しては、単に平均的賃金、あるいは統計比較のやりやすい製造業・男性におい

ての比較だけではなく、産業、性、規模、勤続年数別などによる格差の分布、そして、時

間外の割増しの度合い、最低賃金制度の法的規定と実際の適用、についての国際比較があ

る。また、時間あたり賃金をとりあげるとすれば、労働時間がかかわる。

さらに、社会保障的給付等の拡大の中で、いわゆる「間接賃金」をふくめて、経営の側

における労働関係支払い全体をふくめた労働費用としての大きさ、および生産高や売上高

にしめるウエイトはどうかという点がより大きく注目されてきている。ここでは、いまや

労働者の生活にあてられる資金すべてではない「直接賃金」においてだけ比較することの

限界、が明らかになりつつある。

あらためて、直接賃金を中心とする比較の必要とその限界、そこでの名目および実質賃

金比較の際の今日的レヴェルでの資料源泉とその比較計算手続き、さらに間接賃金をふく

めての比較の意味とその方法、等が、労働時間や労働者生活全体の比較という大きな枠と

口

の連携において、整理・発展させられるべき時,点にきているといって良い。

2．比較計算における読点と注目点

これら経過の中から、最近の主要な比較表とこれをめぐる論議をとりあげるのだが、こ

れに先立って、国際比較にあたって注目されるべき論点を整理しておこう。

①賃金比較の目的と、とりあげる指標

まず、賃金比較等で何を明らかにするかという目的である。大きくみて、目的の第一

は、生産コストあるいは生産物単位あたりにしめる賃金なり労働費用の大きさ・ウェイト

を把握することであり、これによって、利潤の大きさを規定する賃金の大きさ、製品価格

の国際競争力を規定する要因として賃金部分の役割を見るのである。これは、一般的な経

済分析として、研究者的立場から国際競争力の把握のために行なわれうるが、さらに経営

者側が賃金抑制の論拠を求めて、強く注目している点でもある。第二は、労働者の生活水

準を規定するものとして賃金・労働費用の大きさを見るのである。ここでは、賃金はあく

まで、生活水準ないし生活を維持する原資として問題にされ、まずは名目賃金の大きさ

・が、それ自体として注目される。しかし当然のことながら、この名目賃金を生活関連消費

己

－５－



財・サーヴィス価格の大きさ－消費者物価との関連で、生活の実質内容を問う形でとりあ

げること、すなわち、実質賃金比較が問題とならざるをえない。ここでは、消費財・サ

ーヴィス物価指標の比較一代表的には、消費購買力平価の計算一が大きなポイントにな

る。生活内容を問うものとして問題をたてれば、直接賃金以外にも生活を規定するものと

して、拡大傾向にある間接賃金部分、あるいはこれを含めた総賃金部分も問題にされるこ

とになる。この第二の目的は、生活向上を自らの目的とする労働側が主として設定してき

た。もちろん、経営側がコストアップを唱えて賃上げ抑制をはかるとき、対応して、労働

側がコストとの関連での労賃部分を批判的にとりあげること、労働者が生活向上を要求す

るときｖ経営側が、生活内容と賃金の関連に、対抗してふれることがないわけではない。

しかし、主たるとりあげは、以上のうち第一を経営側が、第二を労働側が主としてとりあ

げてきたといってよかろう。

生活水準・生活内容といった場合、しかしながら、その中身は何か。異なった自然と文

化の中、異なった価値観で生活を営む人を、高低の尺度でどれだけ測定しうるのかという

理論的問題、そして測定手続きの難しさ、がある。

労働費用、すなわち直接賃金部分に企業の労働関係の負担を加えた額の大きさ、の比較

は、間接賃金部分が拡大する状況においては、上述の経営側と労働側のいずれからも、と

りあげられうる。

この他に、直接賃金や間接賃金の制度・仕組み、法規定等で特定部分の比較がそれぞれ

にとりあげられうる。

②名目賃金比較

（i）賃金について

ａ賃金の内容・範囲一狭義の直接賃金（現金十現物給付）から、労働費用まで、

さらには社会保障的給付を含める場合＝雇用者インカム、（さらに最広義の非給付

的社会的負担をもふくめる場合まで）

基本給、能率（出来高）給、手当（定期賞与、臨時賞与、時間外、交替、夜間・

休日勤務、危険、児童・扶養、住宅）児童手当て等は社会的給付の場合がある。

厚生・福利、社会保障給付の使用者負担

ｂ総額か、時間あたりか（賃金率）、製品単位あたりか

ｃ可処分所得額一税・年金、社会保障負担等

【．労働強度一労働生産性、労働時間との関連】

ゴ
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（ii）対象労働者

平均・職員．労働者、性、職業、産業、規模、年令、勤続、地域、教育程度、］

訓練、資格等の違いによる格差、分布

フルタイム、パートタイム、常雇、臨時雇

（iii）時間あたり計算の際の時間の統一

（iv）為替レート

③実質賃金

（i）賃金について（上掲）

（ii）対象労働者（上掲）

（iii）小売物価・消費物価水準：

ａ・消費品目：品目の代表性、消費品目のばらつき、家賃、土地価格の扱い

品質の統一

ｂ・価格：価格の代表性、価格のばらつき

Ｃ・ウエイト：平均、階層別

教育程度、職業

、

ｕ

｡､為替レート

（iv)消費購買力平価

ａ､上掲③－a,ｈｃ

ｂ･比較国基準、相手国基準、幾何平均（フイツシヤー式）

④労働費用、労働力再生産費用の「社会化」された部分の比較

⑤賃金・労働費用関連特定部分の比較

（i）時間外手当て、時間外手当て割り増し率

（ii）福利厚生費

（iii）社会保障制度：医療、住宅、教育（奨学金ほか）、児童手当て

老齢年金等

⑥関連指標・計算

（i）コスト計算：製品あたり、賃金、直接および間接賃金、労働費用

生産性、労働強度、労働時間

（ii）相対賃金：剰余価値、労働分配率、生産高（売り上げ高）賃金（

⑦賃金・労働費用等を規定する諸要因

賃金（労働費用）比率
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IＩ名目賃金比較一最近の主要作業一

名目賃金比較に関して、最近における代表的比較例として、ＩＬＯ，ＥＣ，ＳＡＦ，日

経連、労働省、組合：中尾氏（電機労連）による比較表と手続きを紹介し、コメントして

いく。

LILO-Octoberlnquily

これは、８hJ〃etmOfLamUrStatiStiCSの別冊として、此ｔＯ６ＧｒＩ)79UiIyﾉnaSU1tS，

mxx、の副題の下に毎年発行されている。ＩＬＯの資料としては、H9ar比oAOfLa6Our

Statjsticsとβﾋﾉ//etmofLa6ourStatj3tjcs（年４回）がある。この２者は、それぞれ

非農業、製造業、鉱．採石、建設、運輸・倉庫・通信、農業の賃金を調べ、Bulletinは月

ないし四半期ごとの統計を示している。いずれも各国政府からの報告を無調整で掲載して

おり、統計は賃率であったり、実収賃金であったり、様々である。ここでは、職業別に詳

しい10月調査に注目しよう。この10月調査もまた、各国からの報告数字を定義等の調整な

しに、したがって国際比較表としては、そのままでは使えない形で、統計表を示している

にとどまる。しかし、この統計がしばしば使用されること、場合によっては、国際比較表

作成への出発点にある素材とみることもできるので、ここにとりあげて若干の紹介をしよ

うとするのである。

(1)概略。序に述べられているこの調査の来歴についてみれば、第一回国際労働統計家

会議（1923年）の決議にそって、1924年４月から開始され、1953年と1985年（小売り価格

調査部分）の改訂を経て、４９産業の159職業に関して、賃金と労働時間および９３の食料

品の小売り価格を毎年調べている現在では最大規模のものである。出発時点では、毎月の

調査で、それが、四半期、半年のものになり、そして年次調査になった。

調査は毎年10月について行なわれ、賃金・労働時間と食料品価格についての記入内容に

ついての指示、職業や食料品についての詳細規定を伴った２種類の調査票を、各国の担当

擬関に渡されるべく、各国政府に送られる。ＩＬＯは、各国が、既存データによって回答

することを想定し、この調査のために特別調査を行なうことを期待していない。これに

よって、賃金・労働時間では、各国の経常的的調査結果と賃金監督等機関の業務資料な

ど、幾つかの資料の基づいて回答されること、小売り価格においては、消費者物価指数作

成のためのデータによって回答されること、幾つかの国では特別調査が行なわれることを

想定している。
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各国からの回答は、小売り価格について、標準的品質の価格とするために換算が行なわ

れる以外は、調整なしで発表される。ＩＬＯでは、この点で、「この結果を利用・解釈す

るとき、特に国際比較を行なうときには注意が払われるべきである。データの比較可能性

と継続性を促進しようと努力はしているが、各国間で、使用されている概念、職業や品目

の指定、調査対象期間、データ収集の源泉と方法においての違いは避けがたい。表の脚注

においてさらに情報が与えられているので、利用者はこれを考慮すべきである」という。

概念説明の項でも、国際比較の際の慎重な扱いを求めて、特に、賃金率比較表を指摘し

ている。すなわち、数字は、法や規則、契約に定められている最低賃率、多数のケースの

支払い率の平均、わずかだが、最低と最高の区間で示されているケース、などがあると

いっている。

結果は、出発時には、n7tematiom1La6Our化yilu’に、その後そのstatjStjCaI

USu”/e"ＤＢﾉﾌﾞtに、そして、1964年以降1985年までは、幼〃etmの第二四半期号に公表さ

れてきた。

(2)調査項目と概念。幾つかの国からは遅れてデータが入るので、対象国を多くするため

データは過去２年の各々について示されている。

結果表は、「1986年と1987年の10月の職業別賃金・労働時間」と、「1986年と1987年の

１０月の特定食料品の小売り価格」の二つである。それぞれ、アフリカ、アメリカ、アジ

ア、ヨーロッパ、オセアニア地域ごとに国が配列されている。

「職業別賃金．労働時間」表は、表側に職業159分類、表頭に1986,1987年の２年につ

いて、「R､T・;Wagesalldsalariesrete，賃金・俸給率」、「E､G､;Averageearnings-平

均実収入」、「N,M・;Normalhoursofwork-通常労働時間」、「H､W・;Averagehoursof

work-平均労働時間」があり、男性、女性、両者込み、のいずれの統計である力､の指定が

ある。

ここに採用されている概念は、国際労働統計家会議の関連する決議に対応するとされて

いる。順次、見ていくと、「賃金・俸給率」とは、「通常労働時間への支払い率で、基本

賃金．俸給、生活費手当て、他の保証された定期的手当てがふくまれる。時間外、ボーナ

スと慰労金、家族手当て、雇用主から雇用者へ直接支払われる他の社会保障手当て、通常

の賃金・俸給の補助になる現物の例外的支払い、を含めない」。

「週あたり通常労働時間」とは、「法や規則、労働協約や支払い規定で、定められてい

る労働時間、あるいは、時間外あるいは当該労働者に関して事業所の規則・慣習の例外の

形として支払われる時間外労働時間」である。

百

●

で
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第１表名目賃金の比較（ＩＬＯ１０月調査からの抜粋）1986年10月

日本 西ドイツ（北ラインー

ウエストファリア）

賃率正規労働時間

マルク

合衆国

産業・職業

平均実収入

円

分類

番号

平均実収入

ドル

男364,200鉱夫 －日当たり122.05４０．０1２

刀

男275,500化学技術者５３ 4033.00４０．０ 459

金属溶解工６４ 男289,900 時間当たり１２．７１３８．０ 男４２５

男11,040

時間当たり

男198,000

女147,100

時間当たり14.19４０．０建設電気工８１ 男５１５

男２０９

女１６８

1351.00４０．０ウエイター９９

ウエイトレス

女２３ｑ700 女２９９看護婦 154 3148.00４０．０

時間あたり14.70３８．５男207,310自動車修理工１５９ 男３２６

1L０，βｾﾉ〃etmofLa6ourStatiStiCs-化tO6eI･ImuiIﾌﾉFlgsujts,ja8Faj?｡I”7

「平均実収入」とは、通常は定期的に、労働時間あるいはなされた労働に対して、雇用

者に支払われる現金と現物の支払いに、年次休暇、他の有給の長期休暇、あるいは休日な

ど、労働しない期間に対しての支払いと、ふつう定期的に雇用者が受け取る収入で、税、

雇用者の社会保障や年金支払い、生命保険掛け金、組合費や雇用者による何らかの支払い

に関して雇用主が差し引きする前の額とを、ふくめたものである。社会保障や年金への雇

用者による支払いに関しての雇用主の支払い、それら制度からの雇用者の受け取り、離職

。
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・退職金、給与期間より長い期間に対する年末あるいは－時のボーナスのような不定期の

ボーナスをふくめない。

「平均労働時間」に関しては２概念ある。（a）実労働時間とは、（i）通常期間に実際に

労働した時間、（ii)時間外労働時間に、（iii）作業場の準備、修理および保全、工具の準

備や清掃、受領書．時間シートや報告の準備で作業場で費やされた時間、（iv)仕事の欠

如、機械の故障、事故などの理由での待機して仕事場で費やされた時間、（v）仕事はしな

かったが、保証雇用契約において支払いが定められている仕事場で費やされた時間、（iv）

茶またはコーヒーの時間をふくむ仕事場での短い休憩時間に相当する時間。有給休暇、有

給の食事時間、通勤時間、など支払いがあるが労働していない時間は除く。

(b）支払い労働時間とは、通常実労働時間プラス年次有給休暇、有給祝日、有給病欠、

有給の食事時間と通勤時間のように、支払いがあるが労働しない時間、である。

対象労働者としては、成人で、当該職業に通常必要な訓練と経験を持っている常雇であ

り、男女別の情報が望ましい、ものとされている。

(3)結果表。職業別賃金表の日本(p､130～131)，西ドイツ(p・'67～）、合衆国（p､107～

）から、抜粋した数字を、第１表に示そう。

(4)コメント。この調査は、カバーしている国が最も網羅的である。さらに、各国内部の

職種別等の賃金格差等の検討のためには、有用かも知れない。もっとも、年令、規模、勤

続年数等がすべて捨象されているから、その有用性は限られていようが。

しかし、国際比較の表としては、表に明らかなように、また既にこの統計書の説明にあ

るとおり、一応は、国際労働統計家会議によるＩＬＯ基準にそっての調査であるとはい

え、各国ごとに、統計のとりかた、また概念内容がバラバラのまま、提示されている。

さらに、各国が提供している産業・職業区分の情報数は、国によって違い、実収入であ

ったり、賃率であったりする。ＩＬＯ自身が、したがって、この統計によって国際比較を

行なうことに対して再三注意を喚起している。さらに、この統計は、１０月という特定月を

対象期間に限っての調査であるため、時間あたりを算出するために使用する時間そのもの

の把握が、さしあたりは最もトータルであるとみなされている年実労働時間等に比較し

て、各国の実態をリアルに反映したものにはならず、これは、一時金やボーナスをも考慮

しての賃金を見る角度からは、限られた意味あいを持つものにとどまっている。国際比較

を行なう者にとっては、この統計を比較計算に入る際の出発点の素材として、どのような

調整・加工を行なうべきかが検討問題になろう。

■

■
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２－EC-IabourCost

(1)先進諸国の賃金や労働時間の比較の際に、基礎資料として使われることの多い調査で

ある。ＥＣ協議会のその都度の決定により、「製造業、商業、銀行、保険業における労働

費用について共同体調査」として、1966,1969,1972,1975,1978、1981,1984年と３年毎

に、最近では1988年に行なわれてきている。調査対象期間は歴年である。

この調査の目的は、「労働費用と実収賃金の種々の側面、すなわち、実収賃金の短期的

動向を示すこと、労働費用の水準と構成の比較、労働費用の現代化と賃金・俸給の構造と

分布の分析」である。

調査の方法は、政府専門家とヨーロッパの雇用主と労働組合の代表者からなる作業隊

とＥＣ統計局とによって作成された調査票を、各国政府が自国に合わせて修正して配布

し、回収調査票がＥＣ統計局に集約される。調査対象は、全産業の10人以上事業所であ

る。標本調査によっている国と全部調査の国がある。標本調査は、事業所を対象にした１

段抽出で大規模事業所については全数である。標本の大きさその他については、1975年版

の調査の詳細説明によってみれば、第２表のとおりである。対象のカバー率は、イタリア

の56％、英国の77％の他は、８０～90％、抽出率は、１０～30％、である。調査票は、第３表

のとおり。

調査結果は、出版物Ｔ磁気テープ、マイクロフィッシュの形態で発表されており、マイ

クロフィッシュは最も詳細とされる。

(2)文献の形態での出版物に示されている表は、第一巻では、「総括表一製造業」、「総

括表一サーヴィス、商業、銀行・保険」、「費用構造一製造業」、「費用構造一サーヴィ

ス：商業、銀行・保険」であり、第二巻は、「規模別一製造業」、「規模別一サーヴィス

：商業、銀行・保険」、「地域別一製造業」である。賃金・労働費用関係の表としては、

これら各表について、より詳細な産業分類別、肉体労働・非肉体労働別に、月労働費用、

時間あたり労働費用、月実収入、時間あたり実収入、が各国通貨表示、ヨーロッパ通貨

単位（ECU:EuropeanCurrencyUnits)表示、購買力基準(PPS:PurchasingPowerStandard

s)表示、で与えられている。ここでECUとは、1984年については、１ECU＝2.23811Ｍ＝

6.87165ＦＦ・・・として与えられているものであり、またPPSとは、この調査ではなく、

ＥＣの別個調査から与えられている通貨の購買力によって換算したものである。これにつ

二

いては、後に実質賃金の項でふれる。
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(3)労働費用。この調査では、労働費用として、以下の項目が意味されている。

ａ・直接支払い額：時間外、支払い期間に定期的に支払われるボーナスや報奨金。税引

き前の総額と、雇用主の社会保障負担が回答される。

ｂ・各支払い期間に定期的には支払われない他のボーナスや報奨金。

ｃ・労働しない日への支払い：有給年次休暇、休日ボーナス、有給祝日、他の法、契約

あるいは任意での有給休暇などへ。

ｄ・現物給付や対応する追加的支払い（特に、住居、熱、食料・衣料）。

ｅ・雇用主が支払う社会保障支払いと家族手当て。

法的支払いとしては：疾病、妊娠、障害、退職、失業の保険。保証された疾病への支

払い。労働災害や職業病への保険。家族手当て。その他。

習慣、契約あるいは任意の支払いとしては：企業あるいは部門で運営されている保険

計画。追加的退職年金。契約あるいは任意の保証された疾病ないし事故支払い（追

加的支払い）。追加的失業保険。契約による家族手当てあるいは他の家族への便宜

･その他

ｆ、他の社会的支出（特に、交通、文化、医療施設）

９．職業訓練費用。これは見習いへの支払いをふくむ

ｈ・税と社会的補助金

(4)結果表。1984年調査（87年出版）から比較可能なように同一単位に換算されている「

時間あたり労働費用（肉体および非肉体労働者一ＥＣＵ基準）」ｐ､86を第４表に、と「

時間あたり実収入（肉体および非肉体労働者一ＥＣＵ基準）」ｐ、１０６を第５表に引用し

てみよう。

全産業でみれば、時間あたり労働費用においては、西ドイツ、オランダ、ベルギー、フ

ランス、デンマーク、ルクセンブルグ、イタリア、英国、アイルランドの順になってお

り、ギリシヤ、ポルトガルが大きな差をもって続いている。時間あたり実収入でみれば、

デンマーク、西ドイツ、オランダ、ルクセンブルグ、ベルギー、フランス、英国、アイル

ランド、イタリア、ヘラス、ポルトガルの順序になっている。（購買力平価基準につい

ては、後の実質賃金の項でとりあげる）。

(5)コメント

第一に、国家を越えた国際統計表でありながら、ＥＣという共同体傘下であるため、一

般の国際比較．統計と違って、比較対象の同一性がより強く追求されている、第二に、賃

ａ

口
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金・実収入と一方で労働時間が与えられており、しかも、賃金・実収入についてもその構

成と各種概念、自国通貨表示とヨーロッパ通貨単位（ＥＣＵ）換算、さらには購買力基準

（ＰＰＰ）換算表まで、及んでいる、肉体労働者・非肉体労働者別、産業別の区分を伴っ

ているなど、詳細区分を一定程度用意している、という点で優れている。文献形態は、マ

イクロフィッシュ出版の一部分であるとされているところから見ると、フィッシュを未だ

参照していないのであるが、詳細さは、国際的統計としてはかってなかったものであるこ

とが予想される。国際比較の際に、この統計結果が、それ以上の定義調整作業に立ち入

ることなく、そのまま利用されるゆえんといえよう。

とはいえ、これはＥＣ諸国（参加予定をふくめての）、西ドイツ、フランス、イタリ

ア、オランダ、ベルギー、ルクセンブルグ、英国、アイルランド、デンマーク、ギリシャ

スペイン、ポルトガルについての統計であり、このうち、スペインは1984年までは、統計

を提出しておらず、肉体労働者・非肉体労働者区分等にたちいると国によっては、統計を

提供していない場合がある。ヨーロッパをとってもスイス、北欧が欠けており、日米など

他の先進国、さらには途上国については、何らかの接続法を工夫しなければならない。

■

西

３．スエーデン経営者連盟（ＳＡＦ）の国際調査

(1)国際比較表として注目されるのが、スエーデン経営者連盟が毎年発行する『国際調査

1977-1987労働者への賃金と総労働費用』である。最近のＲＥ・ビーン『国際労働統

計』における国際比較計算の「労働費用」の項（第６章）は、基本的にごれに依拠してい

る。スエーデン経営者連盟は、スーエーデンの会社-43,000の加盟による最大の団体で、

この調査は、加盟会社、団体、研究者、その他の利害関係者に対して、異なった国の賃金

と労働費用についての情報をひろめること、を目的としている。スエーデンでは、連盟の

この調査が権威のあるものとして、団体交渉のさいの有力な材料にされるという。

■

とりあげられているのは、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フランス、アイルラ

ンド、イタリー、日本、カナダ、オランダ、ノルウェー、ポルトガル、スイス、英国、ス

エーデン、合衆国、西ドイツ、オーストリアの17ヵ国の18の産業である。

(2)作業内容と表の種類。対象期間は各歴年である。調査とされてはいるが、比較表は、

新たに何らかの調査を各国に向けて行なうのではなく、ほぼ各国の既存のデータに依拠し

て加エする形をとっている。合衆国がＳＡＦのために特別の統計を提供しており、ＥＣ加

－２１－



第６表実労働時間あたり貸金（スエーデン経営者且Ium）
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第７表労働時間あたり雑労働費用（スエーデン経営者連盟）
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盟国に関しては、ＥＣのLa6olIrCbSt、ノM,urb,ZhmijIgを使用している他は、各国の統

計資料に依拠している。結果表は、Ａ表：労働時間あたり実労働時間賃金（各国通貨表示

）、Ｂ表：労働時間あたり実労働時間賃金（スエーデン・クローネ換算）、Ｃ表：労働時

間あたり総労働費用（スエーデン・クローネ換算）、の３種類であり、これが産業部門別

に過去10年間の時系列で示されている。

(3)概念。実労働時間あたり賃金とは、「賃率、個数賃率、交替制補助、時間外補助、定

期的なボーナスと割増金である。・・・休暇、祝日、その他個人的な有給休日への支払い

は、対応する休日や時間が、時間あたりの実収入の計算にふくめられるかぎり、ふくめら

れる」。

総労働費用とは、「１．労働した時間への支払い、２．労働しなかった時間（ヴァケー

ション、祝日他）への支払い、３．他の現金支払い、現物給与、４．雇用主による法や協

定に基づく社会保障支出、契約や非強制的な社会保障支払い（政策は、年金、疾病、労働

災害、失業、家族手当て、をふくむ）、５．職業訓練費用、福利サーヴィス費用、６．社

会的性格の税（イタリー）、７．労働費用とみなされる税（例えば、スエーデンの建物研

究支払い）、８．以上に区分されない労働費用」（p､5）である。

各国データは、これらの定義に、一致するわけでない。このため、各国について、賃金

構成要素がどうである力】の、説明が与えられている。

(4)結果表．スエーデン・クローネに換算されて比較が容易なＢ表：「時間あたり賃金

Ｊを第６表に、Ｃ表：「時間あたり労働費用」を、第７表に、それぞれ引用しよう。

これによれば、成人男性に関しては、時間あたり賃金において、日本は、合衆国の統計

は与えられていないが、1977年に８位、８１年に６位、８２年に５位を経て、1985年には、ス

イス、ノルウェー、デンマークについで４位、８６年には、スイスについで２位になってい

る。これに対して、時間あたり、労働費用をみれば（合衆国、スイスの統計は与えられて

いない）、1977年に比較12カ国中、１０位、1984年に８位を経て、８６年に西ドイツ、ノルウ

ェー、ベルギーについで４位（統計が与えられていないが、スエーデンが日本より上位に

つくと推定できるので、これを加えれば５位）、日本とほぼ同じ位置に、オランダ、ヂン

マークがつけている、ということになる。

成人女性については、時間あたり賃金において、1977年で、合衆国、カナダ、オースト

リアを除く、１３カ国中10位、1986年で８位、労働費用でみれば、1977年に、合衆国、カナ

ダ、スイス、オーストリアを除く12カ国中１０位、1986年には、ノルウェー、西ドイツ、デ
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ンマーク、ベルギー、フィンランド、フランス、につぎ８位、（スエーデン、イタリーの

数字はないが、日本より上であることは確かであるので）１０位である。スイスは賃金額に

おいて、日本の労働費用を上回っているので、これを考慮すれば、11位。これに合衆国、

カナダ、オーストリアが入ってくると、日本は比較対象国中、最低のグループに位置する

ことになる。

(5)コメント。この統計は、スエーデン・クローネ換算で見易い表として与えられてい

る。しかし、（i）合衆国、カナダ、オーストリアを欠き、労働費用では、スイスを欠いて

いる。（ii)各国賃金と労働費用についての内容の統一化・調整が、例えば、賃金につい

て、一般的定義では除外されている「働かない時間への支払い」が、日本の場合には、ふ

くまれているなど、十分にはおこなわれていない。この点で、総括的な労働費用の比較

が、賃金比較よりは、使えるかも知れない。

(iii）対象労働者についての統一化・調整が、鉱山労働者をふくむ国とそうでない国があ

り、さらに企業規模についてどう統一されているかが不明であるなど、十分には行なわれ

ていない。また、特に成人女性についてであるが、パートをどう扱ったかが不明である。

(iv)統計は、時間あたりで示されている。時間をどう把握するかによって、時間あたりの

数字が変化することはいうまでもない。しかし、この時間自体の統計としての真実性が、

例えば、日本における過小計上があったりして吟味を要するのである。これら時間にはじ

まり、対象労働者の同一性など、この報告書自体には説明がないので、結果表をどれだけ

信頼できるものとして、使用できるのかについては、なお結論を下しがたい。手続きの詳

細の説明を求める必要がある。

口

４．日経連（労痴問題研究会報告）

■

(1)．名目賃金水準についての見解：1988年：「今日、わが国の名目賃金水準が世界の

トップレヴェルになったことは、労使、国民の広く認めるところである（表）。企業のコ

ストは名目賃金水準で決まり、それが国際競争力に影響する。すでに名目賃金の高さを追

いかける時代でなくなったことは明らかである。生活水準はあくまでも実質水準で評価す

べきであり、今最も必要なことは、名目賃金水準と実質生活水準との間にある大きなギ

ャップを埋めることである。」とし、円高の中で企業の競争力をさらに低下させるような

ことはできない、支払能力を勘案して賃金決定を行なうべきである、コストに影響のある

－２５－



労働時間短緒問題についても、賃金とパッケージにして両者を統一的仁論ずべきことは－

部の労働組合も主張しているとおりである、今日の経済・経営状況の下では、こうした検

討から引き出される数字は大きいものぬはなりえない、実質賃金水準の上昇は、より多く

消費者物価水準の引き下げで実現すべきだという点をここで再度確認しておかなければな

らない、筆を指摘する。

1989年：「今日のような国際的にみて高物価の国日本においては、実質生活水準の向上

はすでに世界最高水準となっている名目賃金（表）をさらに引き上げることではなく、物

価水準の引き上げによって実現するのでなければならないということである。困難はあっ ヨ

第８－１麦賃金の国際比較（日経丑i：製造業・生Ei量労働者、
瓜l和61年）

ても、労使協力して努力

すべきである。当面の好

況から一部に高めの賃上

げをとの声もきかれると

ころであるが、これは日

本経済の先行きを誤るも

のであることを指摘して

おきたい」これらの結

論は、時間あたり賃金額

と月あたり賃金額という

二つの指標について、

ＩＬＯの助〃etm

ofLa6oUrS6atjS-

tjcsの統計をそのま

ま引用して、同じく

時間統計によって、

時間あたりとし、各

国為替レートで円に

換算することによっ

て得られている。

＄

、Ｆ１：ﾌﾞﾅ燭?；ｒｌＷＩ勃労腕』１卯ＩＬＯ「UuIIetiolo「いｌｍ１０ｒＳｌｎ【isti国」

注：1．昭fU61BTz;12町の各同レートによりIrInn【したりの（た芝し、イタリアは５９

fIz・シンガポールはliOq2l1f堂でのLL慨〕

２．（）内I』．ＩＲＩ｢1161派（イタリア59】「．シンガゴビール6()年）の１１金を．IVIJⅡ

６２下121】15日畷('1の各固対ドルレートカ､ら曰木円（イドル＝126.9s111)に檎

何した川合の１３砿

出所：日経量陞(1988）『労働問題研究委員会報告』ｐ､３３

（日経連：製造業・生産労働者）
第８－２表賃金の国際比較 1987年

百科：労隅布「拡月助労腕１１．兆ＩＬＯ「ＹごarbookolLabuurSlaListics」
rBuIIetiI1ofLrubnurSmliRtiCR」

注：１．１９８７年平均のレートによ}〕慣、したもの（ただしoシンガポールは
l987fE6nIlf点での比碇)．

２．（）は．1987年の各国の問金を（シンガポールは８７，６月)，【988
年11月弱日．』１１京fIliﾃ症11ｍ・仔兜ワlIIlIHl評の名囚対ドルレートかbら日

本円（1ドル＝121.8519）に蹴互した鴫合の１３蓬．

出所：日鳥呈連(1989）『労働問題研究委員会報告』ｐ-39
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(2)比較表－１９８８１９８９年報告表。日経連労働問題研究会報告、1988,1989年版にそれ

ぞれ掲載されている比較表は、第８－１表、第８－２表のとおりである。

(3)方法の特徴・問題点

日経連のこの比較表は、方法は、名目賃金の比較方法として、比較対象をそろえるとい

う努力がかなり積み上げられてきている趨勢の中で、この常識的な手続きすらを無視した

ものであり、多くの批判を招くのは当然であった。ごく最近でも中尾氏（中尾１９８８）他

が「乱暴なものである」と次の諸点において批判している。

、各国がＩＬＯに報告した製造業生産労働者の時間あたり賃金をそのまま使っている。

労働省発表値との差異について、労働省はボーナスを入れていないため日本が低くなっ

＆

幻

た、としているが、ＩＬＯも労働省も定期的なボーナスは込み、労働省データには、日

経連が入れていないイレギュラー・ボーナスをもふくんでいる。

二、労働省は比較基準を合わせているのに、日経連はそれをしていない。

（i）「賃金」の範囲（直接賃金、各種手当て、ボーナス等）を合わせること

（ii)統計の対象となっている労働者の範囲を合わせること

フルタイマーの場合と、パートタイマーをふくむ場合があり、ＩＬＯデータは概ねパー

トタイマーをふくんでいる。これは、時間あたり、を算出する際の労働時間の計算の

際の対象労働者においても問題になりうる。

(iii）統計の対象となっている産業・企業規模を合わせていない。

アメリカは全規模、西ドイツ、フランスは事業所規模10名以上、日本の報告は、毎月

勤労統計に基づく30人以上規模である。

(iv)賃金と労働時間はメタルの表裏の関係にある（例えば時間当たり賃金）ので、労働

時間の比較基準を合わせることが必要なのに、あわせていない。

アメリカと西ドイツの労働時間は、祝日、各種休暇取得分をふくむ「支払い労働時間

」である。

藤本武氏（藤本l989a,ｂ）も、多くの国の時間あたり賃金には、年次有給休暇などの

不就業絵を含んでいないのに対して、日本はふくんでいる、間接賃金部分が拡大している

中で、これを除いての比較は不正確であるとして、フランスでは家族手当てが経営者負担

であるのに、日本では賃金に算入している例をあげる。さらに、事業所規模に関して、多

くの国の統計は10人以上であるのに対して、日本は30人以上であり、５～29人規模を接合

する場合にも、労職こみの統計を使っているとして批判し、自ら修正試算している。藤本
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氏は同時に、この日経連の報告に謡力している経済学者について、不適切な統計の扱いは

知っているはずであり、そこには、迎合があると指摘している

5.,労嵩省（政府サイド）の計算

(1)政府棲関による諸麦。政府サイドで国際比較麦を提供しているのは、労働省、企画庁

、日銀等である。しかし政ﾉﾃﾞﾃ晨関の提供する麦が示す統計は、さまざまである。省庁の違

いだけではなく、労働省内部においても、政策調査部と海外労働謀、政策調査部のもので

も出版物によって違う。これら･諸農関の比較麦を一覧してみたのが、第９表である。多く

の箒合、ＩＬＯ統計からの抜粋引用で､日径鬘の麦に関して既に論じたように、比該麦と

はいえない。さらに、同じ源泉を使用していても数字に違いがあることがわかる。この表

は、政府が示す統計をそのまま使用することの危蹟を示すものでもある。

第９表時間あたり賃金比較一政府諸統計書 1985年・製造業・生産労働者

＊数値未掲載一欄無し

労働統計年報

（労働省政策

調査部）

61年版一

口２９１

６２－９３１７

「各国公表

数値」88,

89年版

労働統計要覧

（労働省政策

調査部）

63年版

p､参6２

労働白書

（労働省） 49.86122.0

62年版

ｐ、付2７

海外労働白書

（労働省国際

労働課）

団体交渉の

ための。８７

年版p､334

賃金統計諾覧

（労働省政策

調査部）

85年版

86年版

外国経済統計

年報（日本銀行

調査統計局

各国表88

89年版

国際比較統計，

（日本銀行調査

統計局）

各資料に対象労働者に違いがあり注記があるが省略．イギリス：Ｌ-ポンド、Ｐ-ペンス

－２８－



このうちで、立ち入って定義の調整を行うことによって比較表を提供しているのは労働

省政策調査部経済課であり、この結果は、政策調査部の賃金統計総覧と労働省全体による

労働白書に掲載されている。ここでは、この労働省の計算を中心にとりあげてみる。

(2)比較表。1988年『労働白書』によって、その比較表を第10表として示す。この表にい

たる調整作業の過程を示すのが、同じく参考表として与えられている第11-1表、第11-2表

第10表賃金の国際比較一（労働省：製造業一生産労働者・推計値）

■

ff料出所日本は労棚省「｝ifハ勤労統;|･調在」
その他はＥＣ統計局,､Labou｢Costs国および（国涜*:}ＩＭＦ・InIemationalFinancialSta[isticd．

（注）１）日本は事業所規模５人以上の数ＩｌｌＩをI化計。
２）西ヨーロッパ諸国については、ＥＣ統計局‘・Lab(〕urCosts.,により1984年の突労例lIlf

lI1l当たり17余を求ﾀﾞ〕､仔同公表の実収1K余のjｳiﾉjU率で延長}傭１．．
３）アメリカは公表数値に1977年実1mの「労(lll1Pm調在」によ'）イレギュラー・ボーナス
分を推計)jIIn[し、実労l〃時１１１１当たりｌｆ金に換薊:。

４）1986年水iIkの【『金を1987年の為勝レートで円検、:'
５）1987年水i帆の竹金を1988年４月の為捧レートで円換郁。
６）1986年水iIIiの、金を1988年４１１の為俳レートてpl槐、:。

７）４)、６>での硲譲算出の場合、1986年の日本のI{金木iＩＩＬ＝100
５)での格差算出の場合、1987年のF1イミの11金水iV-100

８）1985～87年の為勝レートはＩＭＦ￣IntenlationalFinaI1cialSta[istics゛による年12均『〔・

’988年４月は東京市ｊｌｌｒ、ニューヨークTI7jルでの４月２８１｣ｲ11場、斬告鱒ドルの1987年は年
末の+11鴫。

出所：労働省(1988）『労働白書』ｐ､参6２
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JiIi目 日本｜アメリカ｜西ドイツ｜イギリス｜フランス｜姉国｜台澱

実ｸﾞﾅｾl11Ilf1川当たり騰金

1985年

1986

1987

1叩ｕｓドルっルクポンドフランウォンili台押}･ル

１，３１４．５１０．４７22.00４．２１４９．８６１，１５４．８６１．２

1,360.010.70２２．５８４．５０５１．８９１，２３８．９６６．４

１７３７４．０１０．９０７２．８

P１換節

】985年

1986

1987

(1988年４月）

ﾛ】ＩＴＩ１１１１１１１１１’1１１１

1.315２，４９８１，７８３１，３０２１，３２４３１７３０６

１．３６０１，８０３１，７５２1．１１２１，２４４２３７３００

1，３７４１，５７７１，８１７

１，３７３
５）

1,704

４）

６）

1,067

1,062

４）

５）

1,24800 2184） ３６８

1．１５２
GＩ

210
５１

320
５）

日本＝100とした格差

1985年

1９８６

1987

(1988年４ノ]）

100１９０１３６９９１０】２４２３

１００１３３１２９８２９１１７２２

100

100

７Ｉ

７１

115１３４７８９２１６２７

１００１２５７８８５１５２３

年1111幟金総ｶﾞｉｉ

l985fF

1986

1987

１
０
４
９

５
２
７

８
９
９

０
０
Ｂ

２
２
２

『１ドルマルク狼シドフラン「ウォンilifi流IP几

４２０，１５５３６，４９８８，２１８８１，９２０３，２３５．８１５１，２９６

５２０，５８７３７，３７０8,721８５，２５５３，５３３．８１６６．４８８

６－182,640

1IＩ横ＩＰＩ〔

1985年

1986

1987

(1988年４月）

-TITlF1Il「１１１ｒｌリ「''１「'１Ⅲ「１１１

2,850４，８０８２，９５７２，５４１２，１７５８８７７５６

２．９２５３，４６９２，９００２．１５６２，０４４６７６７５３

2,980２０９７８

２，５９４

Ｏ）

５）

3,007
４）

2,067ｏ 2,015
ＩＤ

6２１
４）

924

2,8206’2,05861】，8945》 5996） ８０鈩）

日本＝100とした格差

1985年

1986

1987

<1988年４ノ】）

'0０’6９’0４８９７６３１２７

１００’'９９９７４７０２３26

1007） １０２１０３７１６９２，３，

100
７）
8９９６７０６５２０２７

為枠レート

l985jF

】９８６

１９８７

(1988年４月）

１
８
８
４
６

３
６
４
２

２
１
１
１

1／ドル’'1/マルク１１１

５４８１．０３３０９

５２７７．６１２４７

６４８０．４７２３７

００７５．４７２３６

ポンド｛TI/フラン111/ウォン111/ＮＴ・ドル

2３２６．５５０．２７４２5.00

20２３．９７０．１９１２４．５２

０５２４．０６０．１７５８５．０６

００２２．２１０．１６９４４．３９



第ｕ－ｌ表各国公表値による貸金定義（製j2i柔・生産労働者）

出所：労働省(1988）『労働白書』ｐ・参６２１

第１１－２麦調整後の賃金定義

出所：労働省(1988）『労働白書』ｐ､参6４

である。労働省のそれまでの比較表、その他の機関の比較表が、ＩＬＯ統計に依拠してお

り、概念の違いによって、比較表としての内容を待たないのに対して、この表は、作成に

あたっての調整の必要を明記している。「賃金水準の国際比較にあたっては各国の公表値

は調査対象となる事業所の規模、労働者の種類およびベースとなる労働時間の基準（実労

働時間あたり賃金、支払い労働時間あたり賃金）がそれぞれ異なっているうえ、賃金の内

容に関しても現金給与総額である場合や、超過勤務手当を含まない場合等まちまちであ

り、これらの点に留意して取り扱う必要がある。こうした諸点を考慮して、賃金定義に関

しては現金給与総額として、事業所規模は全規模から10人規模、労働者はフルタイムおよ

びパートタイムの製造業生産労働者として賃金水準を推計し、国際比較を行なった。」

．この調整表は、ヨーロッパ諸国についてＥＣのＬａｂ｡”Cbstをまず基礎に使い、合

衆国についてAhndbooAofLaborStatLgticS，日本について毎月勤労統計調査によって

いる。ＥＣ統計を使用することによって、実労働時間あたり、事業所規模１０人以上で統一

することが可能になっている。但し、ＥＣ統計は、1984年が最近のものであるため、それ

－３０－

国名 労働時1111定提 1$随所HU腕 、労鋤一片 lＴ命

日本

アノリカ

イギリス

西ドイツ

フランス

鯨国

含滴

実労働時1111当たり

支払い労Iｸﾘ1時１１１１当たり

実労肋時IM1当たり

支払い労働時11N当たり）

実労働時1111当たり

実労働時１１１１当たり

実労働時１１１１当たり

30人以上

全ｊＭｌ便

10人以上

〃

全ＨＵ膜

10人以｣：

不’'11

フルタイム・パートタイノ

フルタイム・パートタイム

フルタイムIdi人1t命Il1jm川
労UiI者

フルタイム・パートタイム

フルタイム、１８幾以上

ｳﾞﾅ職ｲ;lIIL常川ﾂﾅIｉｌＩ８

『Ｉ

叫命給与極、

１１分MＷ・総Ｎｉ
(イレギュラーボーナスを除く）

Ilu命給与総緬

UL命怜ｌｊ･総i(ｉ

時1111当たり１１術)};』;よびポー
ナス１;・lli働伽研分は除く
｣､翁椛ｌｊ総H(’

ﾘリ

国名 労働時1111定義 平鷺所規模 片県労働肴

金＄
０

１

日本

アメリカ

イギリス

西ドイツ

フランス

隙ロ

台湾

実労鋤時ＩＨＩ当に'）

。〃

n

ID

n

何

斤

５人以上

全劇摸

10人以上

〃

〃

〃

不ＷＩ

フルタイム・パートタイム

ﾜﾅ駈不191

｢P

〃

〃

〃

〃

UL命輪与艶加

〃

lV

IF

M

Iv

n



以後は、各国公表賃金の伸び率を乗じて推定している。ここでは細かくなるが、各国公表

賃金の伸びと、現金給与総額の伸びが比例的であるかどうかの問題が残る。このＥＣ統計

からの推定値に合衆国や日本を対応させていくのである。日本についての規模は５人以上

になっている。韓国と台湾の資料は明示されておらず、台湾については規模不明、韓国に

ついて労職の区分不明である。

以上の労働省の比較表は、労働者がフルタイムとパートタイムである点が問題となろ

う。労働時間と賃金の両方において、対象労働者が同一であることが必要である。この点

が満足されていたとしても、フルタイムとパートタイムの賃金率の格差が各国間で相違が

あり、パートタイムの対象労働者にしめるウエイトが違う場合、算出される時間あたり賃

金の意味はあいまいなものになる。この点をふくめて、各国原資料にさかのぼっての検討

がなお必要であると考えられる。

巳

の

６．労働組合一：中尾和彦氏（電機労連）

労働組合サイドでの賃金の国際比較についてみれば、労働組組合関連の各種文献に比較

表は載るが、労働省計算の引用（同盟『賃金白書）等であって、独自計算に進んでいるも

のは少ない。この中で、電機労連調査部は、国際比較の資料や方法論について、十分把握

した上で、統計表を提供している。ここでの作業に注目する。

(1)比較表と結論。比較表は、第12表のとおりである。この表では、日本、合衆国、西ド

イツが比較されており、特に、労働省の数値とは若干違った値を示している。

この表によって１９８７年を見れば、日本１００に対し、アメリカ－１１５、西ドイツ－１３０

（推計１）である。これに基づく結論部分は次のとおりである。「日米の名目賃金格差は

円の高騰により次第に縮まってきている。1987年末の最も円が高かった時のレートで換算

すると日米の名目賃金は同レヴエルである。最近１ドル＝130円前後のレートでみると依

然としてアメリカの方が高いといえる。円で表示した西ドイツとの賃金格差は、一向に縮

小せずむしろ拡きぎみである。．・・・」（中尾、1988,p､１４）

(2)作成方法。中尾氏は、労働省の計算方式を前提し、これに次のような幾つかの修正を

ほどこしている。

、
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第12表比較基準を合わせた日本、アメリカ、西ドイツの名目賃金比較

業生産労働者製造

1987噸187隼末１
ｉ週間の平

$，ＤＭ（円）!均レート

１９８５

s，ＤＭ（円）

1986

＄，ＤＭ（円）

鑓二》ffW)ｆＷ;;鱸，
①時間当り賃金

②週労働時間（支払）

③週当り賃金（①ｘ③）

1.264

ア
メ
リ
カ

＝

④時間当りイレギュラーボーナス

⑥〃現金所得（①＋④）

③週当り現金所得（⑤×②） ~篝欄
0.06 0．０６

9．７９ 9．９６

398.45 408.16

。
》

⑦年間実労働時間（筆者推計） 1.914 1,924 1.937

2職…'2167;:…,ﾄﾞ163;;…）

③
⑨

404

①時間当り賃金

②週労働時間（支払）

③週当り賃金（①×②）

1.362

（
推
計
１
）

１
１
‐

西
ド
イ
プ

④年間実労働時間（傘者推計） 1.659 1,650 1.635

:露襲鱸;:鰯?④)|ﾂ6W恥,)|鷲…’'3雛(L,"） ７４

推計実労働時間当り賃金 21.98（1,781)'22.92（ 779)'23.89（1,,31）(推計２） ,８７５

規､摸５人以上計（筆者推計）

（労働省方式推計）

日本 351 3781．３０７

(1,315） (1,361）

''51
1301

,401
露
1321

日本＝10oアメリカ

西ドイツ（推計１）

（推計２）

呵
色
〔
、
Ｒ
ｕ

（
Ｕ
穴
△
⑥
）

勺
上
１
▲
勺
上

193

129

136

'鶏|(鯛'鑑’１
為替レート 円／ドル

(85-86年はＩＭＦ・ＩＦＳによる）円／マルク

127.71

７８．５０

238.54

８１．０３

＊アメリカI土１－１２月．西ドイツは１－８月の戟位から芋函換算し寡出．日本I孟如人以上説摸叶の１－１２月の現全倍与総須，篭又労働涛間
の対前年伸び率をそれぞれ前年の進2+紅に乗じ家出．
1987年の対ドル，マルク為替レートは1-12月の各国市場売姻喝レートの年平均値。

資料：アメリカ・oHandbookotLaborStatistics'・１９８０．．ＭonとI】ｌｙＬａｂｏ「Ｒどvにｗ､.Jun・’984,同０ct、1987.局Jan・’988．
西ドイツＥＣ読計局‘･IabourCosts･’1984．ILO．･BuUe上ｉｎｏｆＬａｂｏｕＴＳ[a[istics・・1987-4.0.Ｙごａ｢ｂｏｏｋｏｆＬａｂｏｕｒ

Ｓｍ[is上ics，，1986.1987竿のデータは真洋経済「院:十月親」1988,2よワ

日本労働省「毎月動労捷計」

注：①アメリカ'よ，１９万竿「労働商用寓在」と1987年５月の「労働コスト指欧飼査」から．イレ学ユラー縞－ナス分を塗:+如耳。
②西ドイツの（推計１）は，ＩＬＯへ西ドイツが轍告したデータIこよう．休趨手当，１３カ月目の安全(ボーナス)，プロダクション謨－
ナスは入っているが，イレギニラーボーナス・祝篭は入っていない．

③西ドイツの（推計２）は，ＥＣＤ1984年「労励zP用関正」の１日当仁ワ直雲買全lこ，ｌ日当たりの各団鎮一ナメ・劃漕会ロ休屋手当
を推計jX1コし。その役の貿金の伸びから推計透艮した(，の。

④日本の５人以上規模計の撞計方法：30-99人未満規梗における全労働者に対十ろ生窒労働者の験．夷労働奇問，雲会捨与遥頴の刻合
から，５～29人規模;こおける各欽虹を謹計し，３０人以上規換計の生嚢労働者の実労働寿間あるいは妻企洽与篭麺と５～29人未濁のそれ
とを.、江平均．

出所：中尾(1988）「賃金・労働時間の国際比較」『賃金と社会保障』Ｎｏ．982,1988.3下.P､1３

－３２－



ｉアメリカのイレギュラー・ボーナスの推計に労働省は、アメリカ労働省の1977年「

労働費用調査（ＥＥＥＣ）」を用いて、賃金・手当て総額の0.5％とみているのに

対し、電機労連は、労働費用指数調査（ＥＣＩ）の1987年５月の結果0.7％を考慮

し、０．６％とした。

iｉ西ドイツについての推計において、推計２は労働省と同じ方式で、1984年ＥＣ－

Ｚａ６ｏｕｒＣｂｓｔを原資料としている。この資料は、イレギュラーボーナスをふくめてい

るが、労働費用の構成において、労職合計で示されて、生産労働者が分からない。

推計１は、ＩＬＯ統計を使用しているが、イレギュラーボーナスはふくまれてない。

iii合衆国の労働時間の推計に労働省は、1977年「労働費用調査（ＥＥＥＣ）」の実労

働時間の支払い労働時間に対する割合を用いているのに対して、電機労連は、1981～

８２年の統計を使用している。1977年以降各種休暇が増えており、上の比率は減ってい

る。これは、労働省より電機労連の方が、実労働時間を短く見ていること、従って、

時間あたり賃金を高く計算することになっている。

ｉｖ５～29人規模のデータの原資料『毎勤』は、労職平均の常用労働者の数字を与える

にとどまるので、５人以上規模の生産労働者の数字を得るには推計が必要である。労働

省は、ここで、５人以上規模計常用労働者の現金給与総額（労働時間の推計においては

労働時間）に、３０人以上規模の常用労働者と生産労働者の給与比率（労働時間比率）を

乗じている。これは、常用労働者と生産労働者の賃金（労働時間）比が30人以上規模と

未満規模で同じとみていることを意味する。

これに対して、中尾氏は、小規模であるほど、生産労働者の給与は低く、労働時間

は長いとみて、５～29人規模に近い30～99人規模における比率を用いて、５～29人規

模を推計し、３０人以上規模と加重平均している。

(3)コメント。筆者のみるところ、中尾氏は、労働時間や賃金の国際比較において、その

依拠資料の吟味をふくむ比較表の作成手続きについて、日本では、最も詳細にフォローさ

れている一人である。氏は、従来の比較表の中では、調整において進んでいる労働省の作

成手続きをも検討されて、若干の修正を加えている。われわれは、名目賃金比較の手続き

論としては、労働省政策調査部労働経済課と中尾氏の比較表を、これまでの到達点とみて

よい。但し、中尾氏にあっては、日本、アメリカ、西ドイツに限定しての比較表である。

これによって、韓国や台湾などの不明点をふくむ国は除かれていることになるが、３カ国

以外に、アジアをふくめて比較を広げるときの資料と手続きが、新たに問われることにな

■

己
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る。そして、労働省の計算に対して、より最近の資料に基づいた,点と、日本についての５

人以上の推計においてより丁寧な点が改良である。他方で、労働省方式を引き継いでいる

点では、先に労働省の比較表についてと同じコメントが、与えられよう。規模において－

日本５人以上と、アメリカ、西ドイツ10人以上という－違い、西ドイツはイレギュラー・

ボーナスが算入されていない、という対象労働者と賃金内容での不統一がなお残されてい

る。そして、フルタイムとパートタイムがこみにされている,点については、例えば、労働

時間計算におけるように、各国のパートのウエイトの違いを加重平均して調整する手続き

が念頭におかれてよい。

８名目賃金比較についての全体的要約一詰評

最後に、以上のような最近の代表的比較表の紹介をふまえ、さらに若干の論点を加えな

がら、名目賃金比較の方法の到達点について、簡単に要約・コメントしよう。

第一に、名目賃金比較表は各国統計など多くの統計書に見られる。しかし、日本国内で

示されている諸比較表の例（第９表）でもわかるように、数値が違い、また精粗さまざま

なのであって、十分な吟味が必要である。

そこで、資料源泉について見れば、比較表は、各国原資料の吟味を経て行なわれるのが

より根本的といえようが、各国の資料の入手や定義の違い等によって、これは大きな作業

になる。このため、対象や概念の同一性が期待される既存の国際比較表を基礎にし、これ

に手を加えて比較表を作成する道がとられてきた。日本においても資料源になっている既

存の国際的統計のうち、ＩＬＯ統計は、内容に違いのある各国報告を列挙しているにとど

まる。そしてＩＬＯ自身が、その限界について繰り返し注意を喚起している。先進国を多

くふくむＥＣのLa6ourCbstは、同一性を確保すべく、ＥＣが加盟国に統一的な報告書

によって、賃金．労働費用．労働時間の調査を行なった結果である。ＥＣ諸国について定

義の統一度合いが高いことと、概念的に労働費用までに及んでいる点で、先進国比較の際

には現在最も有力な資料である。スエーデン経営者連盟の国際調査は、これもＥＣ統計に

依拠しているおり、新たな調査を実施しているものではないが、先進国比較として、多く

とりあげられるＥＣ諸国の他に、実は、高い賃金水準、生活水準にある北欧諸国をとりあ

げ、やはり労働費用をとりあげているという長所を持つ。

第二に、日本における比較表を見れば、ＩＬＯ資料の引用だけで比較に必要な対象や慨
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念の調整を行なわなかつ日経連等のケースが依然として見られる。この中で比較表として

の到達点は、労働省政策調査部労働経済課と中尾氏の比較表といえる。これらは、ＥＣ：

La6ourCbstを基礎にして、ＥＣ加盟ヨーロッパ諸国を並べＥＣ加盟国以外の国の統計を

ＥＣの基準に対応させる形をとるのである。

第三に、そこで、この調整表について見るなら、既にそれぞれについてコメントした点

をも再度指摘するところになるが、対象と定義において完全な同一を確保するまでには至

っていない、フルタイムとパートが合計されている、対象国において韓国、台湾の調整が

特に不十分である、生活水準の高いスイスや北欧諸国等をふくめないでいる等の問題点を

持つ。最後の点は、ここでとりあげられているいわゆる先進国における優位性だけをみて

日本が世界トップになったという類の議論を誘導しかねないので注意を要する。

第四に、藤本武氏や労働省・賃金統計総覧等による若干の検討を除けば、上述の労働省

や中尾氏の表をふくめて、全体として比較の対象が、製造業・生産労働者に傾斜しがちで

ある。製造業・生産労働者が、各国のいわば代表とされ、シンボル化されているわけであ

るが、これら労働者部類のウエイト、賃金条件等においての各国での代表性が、確認・吟

味されるべきだろう。先進国における産業構造変化一脱工業化傾向の中ではこの必要は大

きい。このことは、別な形でいえば、労働者諸部類の分布とともに、その賃金条件の格差

等に関して各国の特徴が与えられるべきということである。各国内の分布・格差状況の把

握に際しては、各国の賃金統計資料によって、しかも名目賃金にしぼった検討によって、

一定の成果が可能である。

第五に、以上では、賃金と労働費用を一括して見た。直接賃金のウエイトが低下する中

では、次に労働費用が注目される。この資料としては、やはりＥＣ：LabＤ”Ｃｂｓｔが有力

な資料であり、スエーデン経営者連盟の資料も使用されうる。本稿ではとりあげなかった

が、日本では、労働省が労働費用についても定義調整の作業を行なっており、最近の比較

表は、上述のＥＣ資料に依拠している。調整手法は賃金の場合と類似である。

労働者の生活を検討するときには、時間あたり賃金ないし労働費用だけでなく総賃金

に、いわゆる雇用者所得に、さらに世帯単位の所得、可処分所得、に注目することが必要

になってくる。賃金総額は労働時間の長短に対応する。この扱いをふくめて、本稿では立

ち入らなかった。
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ｍ実質賃金比較

賃金を生活の原資とみて国際比較する場合には、名目賃金についての比較は、物価水準

を折りこんでいないため，実際に賃金で獲得できるものを比較する尺度としては不足であ

る。名目賃金額が高くても物価が高い場合に、賃金によって購入できる財・サーヴィスの

量は、低い名目賃金でも物価水準が低い場合に購入できる量より少ないということがあり

うるのである。ここで、比較はいわゆる実質賃金に及ぶ。

実質賃金とは、名目賃金比較を前提したうえで、さらに各国の消費関連物価水準で評価

しなおしたもの、いいかえると獲得できる消費財・サーヴィスの実質､･である。一般に、

経済的量を価額表現で論じる場合、名目と実質の違いがある。ここでの名目とは、物価変

動による金額の増減を反映した価額であり、実質とは、物価変動による価額変化を除去し

た価額である。物価変動を除去した場合、残る価額の変動が反映しているものは、現物数

量の変化とみなしうる。したがって、実質という場合には、価額を通じて現物数量の変化

を見ていることになる。経済時系列を論じていて「実質」を見る場合に、比較年の生産額

を、特定年を基準（100)にした物価指数などのデフレーターによって除する手続きがとら

れる。このデフレーターが当該経済価額に対応した適切なものであるなら、ここでは基準

年に比べての実物数量の変化が示されると考えられているのである。

賃金については、－国内において、名目賃金の上昇率を消費者物価指数の上昇率をもつ

て除すことによって、実質賃金が語られることがある。例えば、1985年の210,000円から

賃上げ額10,000円で、220,000円になった場合、名目賃上げ率は、4.76％となる。しかし

、消費者物価上昇率が2.0％であるため、実質賃金は、220,000/102.0＝21,579円、実質

賃上げ率は、2.71％である、と語られるのである。ここでは、1985年に比べて、消費財・

サーヴィス購入数量の増大にあてられうる賃金になったか、その部分が幾らであるかが注

目されている。この点で、実質額を算出する際の指数は、その賃金によって購入する消費

財・サーヴィスについての物価指数でなければ意味を持たない。生産財を主とする卸売り

物価指数や、消費財と生産財をトータルに把握した指数でもまずい。そこで、消費者物価

指数が一般的に使用されるのである。これは、各国の殆どのケースである。さらに、より

厳密にいえば、消費者物価指数一般を使用することも、賃金高の違いによる購入消費財・

サーヴィスの階層的違いを捨象している点で問題なしとしないが、この点には立ち入らな

い。
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さて、実質賃金の国際比較という場合にも、究極には、各国の賃金によって、購入しう

る消費財・サーヴィスの量の多寡の比較をめざすのだが、国内での上にふれた実質賃金の

場合のように、各国の消費者物価をとりだしても、まだ比較にはならない。各国の消費者

物価は、各国の消費財・サーヴィスの－定量の組合せ（マーケット・バスケット）の各国

ごとでの物価変動を示したものである。その上昇率という点で比較は可能であるが、そも

そもその前提になっているバスケットに違いがあるから、水準の横断的比較には使用でき

ない。

物価水準の比較のために、一般的に使用されている方法は次のとおりである。

まず、同一の消費財の価格を比較して、両国の価格比をとる。例えば、１０ドル＝2000円と

なる。ここから、同一財についての両国の通貨比率＝平価として、１ドル＝200円（１円

＝0.005ドル）が導かれる。ここで、為替レートが、例えば、１ドル＝140円のときには

この価格比は、１０ドル:14.3ドル（＝2000/140），すなわち、100:143とみなされ、価格

水準は、日本の方が43％高いとされる。以上では、特定品目について述べたが、消費財全

般についての物価を見る場合には、同じ消費財・サーヴィス（バスケット）を固定して、

そのバスケットを購入するに要する価額を見ることになる。例えば、1000ドル対220,000

円になった場合、これを単位通貨の比率（１ドル＝220円）になおせば、消費に関わって

の国の間での通貨の対応（交換）割合＝消費購買力平価(CPPP：ConsumerPurchasing

PowerParity）である。ここで、消費物価水準を見ることにすれば、ドルに換算して、

1000ドル91571（220,000/140)ドルであり、100:157、すなわち、日本の物価水準はアメ

リカより、５７％高いということになる。とはいえ、以上でふれた物価水準の比較において

は、同じ通貨単位に換算する際に、為替レートを使用している。このため為替レートの変

動次第で、物価水準比較は変動する。例えば、１ドル＝140円が、１ドル＝120円に変化

すると、1000ドル：1833.3(22qOOO/120）-100:183になる。すなわち、円高とともに、

輸入品物価の低下が広く影響しないかぎり、日本の物価水準はより高いものとされる。こ

れは、ドルを円に変えて日本で生活する旅行者等に直接的に影響している関係を示すもの

であり、円の世界で生活している者にとって、為替レートの変動が、すなわち物価水準の

変動ではない、という点で、限界を持つ。以上、物価水準、消費購買力平価とのそれぞれ

と、為替レートとの関係をみた。

これらを前提して、賃金の比較にあたっては、上でみたようにた共通バスケットの各国

通貨表示の価額から割り出される消費購買力平価で、各国賃金を除すことが行なわれる。
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例えば、時間あたり名目賃金が、米日の間で10ドル対2000円であるときに、為替レ

ートが１ドル＝140円、消費購買力平価が１ドル＝210円となっているとすると、名目比

較は、１０ドル対14.3ドル(二2000/140）になるのに対して、この消費購買力平価を用い

ての実質賃金は、１０ドル‘対９．５２ドル(=2000/210）になる。以上の比較を指数でみると

名目賃金では、日本１００対アメリカ69.9(=10/14.3ｘｌＯＯ）、実質賃金では、日本

100対アメリカ105(=10/9.52)ということになる。このいわゆる実質賃金の計算では、

ときの経済状況で絶えず変化する為替レートの影響は、直接的にはない。

以上のように、いわゆる実質賃金の国際比較一名目賃金の消費購買力平価による換算一

においては、消費者物価指数ではなくて、消費購買力平価が要の役割を果たす。この平価

の作成においてもウエイトをどうとるか等の算出手続きが問題になる。これらについては

行論中にふれることにしよう。以下では、第一に、消費物価水準計算と購買力平価の幾つ

かを示す。その上で第二に、実質賃金の計算例を紹介・コメントする。

１消費購買力一消費者物価水準の計算

消費に関する物価水準としては、消費者物価指数がある。消費者物価指数は、ＩＬＯの

国際労働統計家会議でもその作成方法についてとりあげられ、ＩＬＯの統計書に掲載され

ており、合衆国その他において、その作成方法はしばしば社会的争点にもなった。現在で

は、ＩＬＯの他，ＯＥＣＤ，ＥＣ等でもしばしば論じられ、国際統計表に示される。しか

し、それらは、すでに述べたように各国のバスケットを前提して特定年を基準にした各国

毎の変動指数として示されるにとどまる。

賃金の国際比較との関連で注目されるべきは、各国間の物価水準の比較である。このた

めには、共通のバスケットを前提にしての各国の小売物価水準あるいは消費者物価水準の

比較が必要である。以下では、消費者物価指数の比較ではなく、これら物価水準の比較の

主要なものを紹介・コメントする。現在、しばしば引き合いに出される調査・計算として

は、国連、国際金属労連（ＩＭＦ）、ＥＣ、スイスユニオン銀行、ビジネス・インターナ

ショナル社、アメリカ政府、西ドイツ政府、労働省、企画庁、住友商事のもの等がある。

このうち、物価水準の国際比較として、国連、国際金属労連、スイスユニオン銀行の計算

を、購買力平価計算に進んだものとして、ＯＥＣＤ、経済企画庁のものをそれぞれとりあ

げ、その他は一括紹介する。実質賃金計算の例は、次項でとりあげる。
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(1)国連：国連職員の生計費支出に関する小売り価格指数

国連国際職員局が、各国駐留の職員の給与決定のために、同じ問題を抱える各国政府や

機関からの要請を得て作成している資料であり、６カ月ごとに発表している。

国際職員が購入する商品・サーヴィスの「バスケット」で示される小売り物価について

の指数であり、当該国の職員ではなく、外国から来て駐留する職員を前提し、その職員が

直接輸入する商品をふくんでいる。したがって、とりあげた市の一般的物価水準を表すと

考えられるべきではない、との限定が与えられている。調査は、５年毎に行なわれ、その
ｂｏ

間は各都市のＣＰＩ等で推計される。

価格は、国際議員が購入する商品を代表するものとして選ばれ詳細指定を待った約200

第13表国連葎員の生計支出に関する小売物価指数（抜粋）

ＢＡＳＥ８ＮＥＷＹＯＲＫＣｴＴＹ■１００．ＩＮＯＥＸＯＡＴ二・ＯＥＣＥ１ｕＩ８ＥＲ１ｇ８８

□■亜一口■■■■■■■ロー■■■－＝■￣唾■■■■■■■■幸導立＝＝■字■■■■￣■■ローーーコー￣■■■■■■＝．■￣■■■■■■￣■＝￣■■■■■－－■■－口■－■■■■｡■－■

ＥｘＣＨＡＮＧＥＲＡＴＥＥＸＣＬＵＯ【ＮＧ

ＣＯＵＮＴＲＹＯＲＡＲＥＡｐＥＲＵＳＳＴＯＴＡＬＨＯＵＳエＮＧ

ＰＡＹＳＯＵＺＯＮＥＣＯＵＲＳＯＵｓＮＯＮＣＯＭＰＲＩＳ

Ｅ－ＵＬｏＨＡＢ【ＴＡＴＩＯＮ
－－－－－－－－－－－－－-----------------－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－戸－－－－－－－－－－－－－

ＥＧＹＰＴ・ＣＡＩＲ０．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．２．３２Ｌ･ニー８４ｇユ
ピＬＳＡＬｖＡＤＯＲ･ＳＡＮＳＡＬｖＡＤＯＲ－．．．．．．－．．．．．．．５.ＯＣＣ８０ｇ２

ＥＯＵＡＴＯＲＸＡＬＧＵＩＮＥＡ．ＭＡＬＡＳ０．．．．．．．．．．．．．．．Z９３ＣＦＡＦ１１５Ｔ２３

ＥＴＨＩＯＰ【Ａ･ＡＤＯＩＳＡＢＡＢＡ．．．．．．、－．．．．．．－．．．２.Ｏ７ａＲ８７・・・１０３

Ｆ【ｊ［・ＳＵｖＡ．．－．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１．３７＄Ｆ７３Ｂ４

ＦＸＮＬＡＮＯ･ＨＥＬＳＩＮＸｚ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．４．１０ＭＫ１２３Ｔ２Ｓ

ＦＲＡＮＣ三．ＰＡＲ［Ｓ、、－．．．．．．．．．．．．．．－．．．．．．．．ヨ．３６Ｆ＝１０７１０９

ＧＡＢＯＮ・ＬＩＢＲＥＶＩＬＬＥ．．．．．．－．．．．．．．．．－．．．．．．zｇ３ＣＦＡＦ１１０●■｡１４３

GAIuIB【Ａ･ａＡＮＪＵＬ．．．、－．．．．．．．－．．．．．．．．．．．．６．５００１０２１２プ

ＧＥＲＩｖＷＷ．Ｆ三ＤＥＲＡＬＲＥＰ、０Ｆ･ＢＯＮＮ、－．．．－．．．１．７２０Ｍ１１６１２８

ＧＨＡＮＡ，ＡＣＣＲＡ．．．．．．、－．．．－－．．．．．．．．．．．．．．．２２７Ｃ８５１００

ＧＲＥＥＣＥ．ＡＴＨＥＮＳ．．．、－．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１４ＳＤＲ９１１０５

ＧＲＥＮＡＯＡ･ＳＴ－ＧＥＯＲＧＥ′Ｓ－．．．．．．－．．．－．．．．．．２．７０ＥＣＳ９５ｌＯ８

ＧＵＡＴＥ刑ＡＬＡ･ＧＵＡＴＥＨＩＡＬＡＣＺＴＹ．．．．．．．．．．．．．．．２．７００．８２ｇ８

ＧＵＩＮＥＡａ［ＳＳＡｕ．ＢエＳＳＡＵ．．、－．．．．．．．－．．．．．１３７８ＰＧ７８１０４

ＧｕＩＮＥＡ・ＣＯＮＡＫＲＹ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．４９８ＳＹ８６ｇ８

ＧＵＹＡＮＡ・ＧＥＯＲＧＥＴＯｗＮ．．．．．．．．．．．．．．．、－．．．．．９．９８Ｇｓ６９ｇ７

ＨＡＸＴ【．ＰＯＲＴ－Ａｕ－ＰＲＩＮＣ二．．、－．．．．．．．．．．．．．．５．０ＯＧ．９２１０５

ＨＯＮＯＵＲＡＳ・ＴＥＧＵＣェＧＡＬＰＡ．．．．．．．、－．．．．．．．．．２．０ＯＬ．８２９１

卜ｐＮＧＡＣＮＧ・ＨＯＮＧＫＯＮＧ．．．．、－．－．．．．．．．．．．．７．７ｇＨＸｓ８５●－ｇ２

ＨＵＮＧＡＲＹ･ａｕＤＡＰＥｓＴ．．．．．．、－．．．．．．．．．．．．．．５４．０ＯＦＴ４９６５

ＩＨＯ【ＡｏＡＩＥＷＤＥＬＨエ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１４．ｇ７ＲＳ５５６５

ＸＮＯＯＮＥＳＺＡ･ＪＡｘＡＲＴＡ．．．．．．.．．．．．．．．．．．．．．．．Ｙ６９８ＲＰ８６９９

ｍＡ０．ヨＡＧＨＯＡ０．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．０．コ１０［、０．１２７゛･●１３２
［ＴＡＬＹｏＲＯ鮒己．．、－．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ｌ２８５Ｌ【Ｔ１０１１１０

ＪＡＭＡ［ＣＡ，ＫＩＮＧＳＴＯＮ．、－．．．．．．．．．．．．．－．．．．．．５－４６Ｊ＄５８７６
ｊＡＰＡＮｏＴＯｘＹ０．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１２２Ｙ１５４ＩＳ５

ＪＯＲＤＡＮ･ＡｌⅥＡＨＡＮ．．．．．．．．．．．．．．．、－．．．．－．．．０．４６２Ｊ□、７９８４

ｘＥＮＹＡ･ＮＡ［ＲＯＢ１．．．．．．．．．．．．．．．．．．－．．．．．．１８．．ＯＳＨ６８８１

ＫエＲＩＢＡＴＺ．ＴＡＲＡＷＡ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．＿．．．１．１５Ａ＄７９－●１１０

ＫＯＲＥＡ，ＯＥＭ･ＰＥＯＰＬＥ′ＳＲＥＰ．、ＰＹＯＮＧＹＡＮＧ．．．．２．２０Ｗ９５●●●１１０
ＫＯＲＥＡ･ＲＥＰ、０Ｆ・ＳＥＯＵＬ．．．．．．、－－．．．．．．．．．６８８Ｗ１０７１１１

ＫＵＷＡ【Ｔ･ＫＵＷＡ［Ｔ、．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．０．２８５０１００の●●ｇ４

ＬＡＯＰＥＯＰＬ二′ＳＤＥＭ．ＲＥＰ．。Ｖ［ＥＮＴＩＡＮＥ．．．．．．．４３０ＮＫ７８●…ｇ７
ＬＥａＡＮＯＮ･ＳＥＩＲＵＴ．．．．．．．．、－．．．．．．．．．．．．．．５００Ｌ･し．６６６８

ＬＥＳＯＴＨＯ･ＮＨＡＳＥＲＵ．．．．．．．．．．、－．．．．．．．．．．．．２．３６Ｍ７７ｍ●●９２戸
ＬＩＢＥＲい、ＭＯＮＲＯｖＩＡ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１．ＯＯＬｓ１０７１２７
ＬＩＢＹＡＮ▲ＲＡＢＪＡＩｖＩＡＨ１Ｒ［ＹＡ，ＴＲＫＰＯＬＩ．．、－．．－０．２８００１５１の・・１６ｇ
ｍＡＯＡＧＡＳＣＡＲｏＡＮＴＡＮＡＮＡＲＩＶ０．．．．．．．．．．．．．．．．ｗＩ８０ＦＭＧ８７１０４
ＩＡＡＬＡｗＩｐＬェＬＯＮＧＷＥ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．２．５０Ｘ７４●■■Ｉ００

ＭＡＬＡＹＳＺＡ，ｘｕＡＬＡＬＵＭＰｕＲ．．．．．．．．．．．．．．．．＿．２．５７縮６６７ｇ
ＷＬＬＯＷＥＳ･ＨｕＡＬＥ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．８－６７ＲＦ８コ９５
ＭAＬ【・ＳＡｗＬＫ０．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．z９３ＣＦＡＦ１０４１２４

ｗｌＬＴＡ．ｖＡＬＥＴＴＡ－．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．０．．２ｓし８２８７
ＭＡｕＲ【ＴＡＮ【Ａ・ｌｗＯｕＡｘＣＨＯＴＴ．．．．．．．、－．．．．．．．．７４．ｏＯｕＭ９８●・●１１６
－－－－－－－－－－－－－－－－＝-－－－－－-－－－－－－＝---－－－－－--ﾆーーー－－－＝＿－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

ＦＯＲＧＥＮＥ貝人ＬＮＯＴＥＡＮｏＦＯＯＴＮＯＴＥＳＳＥＥＥＮｏＯＦＴＡ８ＬＥ．ｖＯＩＲＬＡＦ【ＮｏｕＴＡ８ＬＥＡＵＰＯＵＲＬＡＲＥＭＡｌＲＯＵＥ
ＧＥｌｈＩＥｊＲＡＬＥＥＴＬＥＳＮＯＴＥＳ･

出所：ＵＮ,`MﾌｲﾌとＪＭｙﾙﾉﾉeとｍｏｆＳ道広ｺﾞsとZとs,>laDchl989,Ｐ､267

、

－３９－



の商品・サーヴィスについて、国際職員と無関係の者によって調査される。但し、住居デ

ータは、その都市に住む上司職員が書き込む。指数とともに支出データが、:上級職員の記

入によって作成されている。指数は、幾何平均指数であり、ニューヨークを100として示

される。結果表は例えば、第13表のように与えられている。

(2)ＩＭＦの労働時間でみた賃金購買力

国際金属労連（ＩＭＦ）本部は、「労働時間でみた賃金購買力・国際比較」を毎年発表

している。これの日本への紹介（IMFJC1988No､9)に基づいて、説明する。

これによると、「ＩＭＦ本部は毎年２月に、各加盟組合を通じて、前年における鉄鋼産

業ほか各産業ごとの時間あたり賃金と、賃金にしめる勤労者の社会保障負担の割合、そし

て食料品15品目Ｔ衣料品５品目、ガソリン２品目、家賃２種類、耐久消費財５品目の計２９

品目の小売価格の調査を行い、そして、各国・各産業ごとに、２９品目の価格を、時間あた

り賃金から勤労者の社会保障負担分を控除したもので割ったものが、この購買力比較であ

る」として、例解がある。例えば、わが国鉄鋼業の時間あたり賃金は、2,107円であるが

社会保障に対する負担分推定(7.70％）を控除すると、1,945円になる。ところで、牛肉

１キロの価格は、3,500円なので、これを1,945で割る（3,500／1,945）と１．８０時間、

すなわち牛肉１キロの購入には、１時間48分ぶんの賃金が必要、ということになる」。

注意事項としては、調査用紙が大雑把なものであり、国によっては指定からはずれたも

のを報告する場合、品目に性能、品質が違うことがあること、が指摘されている。

オリジナルの報告では、金属産業の５つの産業について４０～50カ国程度のデータが掲

載されているとのことであるが、日本への紹介では、日本を中心とした主要国に限ってお

り、さらに５産業を単純平均した比較表が与えられている。ここではこの産業全体の比較

表を第14表として、引用しよう。

この計算は、賃金を、価格と対比させることによって、高い賃金の一方に高物価がある

という問題を処理し、さらに労働時間という共通単位で示すことによって、国際比較をよ

り明らかなものにしている。興味深いとりあげ方といえよう。しかし、品目にウエイトを

与えて総括的な購買力平価を算出するにいたっていないので、実質賃金比較とはいえず、

あくまで補足的な資料にとどまる。そして、品目別の比較としても、価格比較において常

に難しい問題になる品質の統一がはかられていない点が、問題点のひとつとなろう。．
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葉14表賃金の購買力（金屈産乗・１９８７年）
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12.58ＳＦｒ

ｌ５５１ＳＦｒ

ｌ９０８ＤＭ

（5.41％）

14-65ＳＦｒ

ｌａ７８ＳＦｒ

ｌＸ－３４Ｓ

（0.94％）

､

勤労者の社会景障員迄の割合 7.7,％’7.15％’13.25％’3.6ﾖｦ６１1.509611.6096

(注）１．金属三菫平言は、訣銅、這鉛、撮煽Ｉ金属、ご銭、自動車の５重実の単沌平均。

２．賃科声所：ＩＭＦ・

出所：『エＭＦＪＣ』1988.N0.9,ｐ・Ｕ

－４１－



(3)スイスユニオン銀行経済研究部の計算

スイスユニオン銀行経済研究部による３年

おきの調査で、1988年春に世界46カ国、５２都

市で調査したのが、第７回目であり、1988年

末に『世界の物価と所得』として発表。この

露15表．世界主要５２移市の釣掻水準

・ｊｉｌ１ｌｉＩＫ
１１ＭＩＩﾉＭＩ１

1988年

雛１１行⑪
１１Ｉ１，Ｍ;iＩｌｈ

・ナューリ)ヒニ100ﾊｰﾘ,ｔ＝100
Ⅱ（爪 １５８．６１９４．４

オス、（ノルiフェー）１１５１１１３．１
へルシンキ（フインランド）１１０５１０６２

詰了柴些衿|學舞Lﾌ,+:;+--;竈
ジュネーブ（スイス）１０１１１０２６
チューリ･ソヒ（スイス）１０００１０００
タブリン（アイルランド）8０５７８３
rﾗｰﾌ下う゛、字i丁元Ｔ－－－で５ゴー0頭
ニューヨーク（フ・メリカ）７９９９３．ｌ
ウィーン（オーストリア）７９．４７６．６

÷,;ltj-;|ﾌﾞﾄ干祭；歩,－－;;十;－－::：
デュッセルドルフ（Plil:イツ）７６５７８６
パリ（フランス）７６２Ｂ１０

Ｚ－ＺＺ－２－Ｚ－ＬＬ」1111Ｉ上Ｚｊ－Ｚ§二1-7エ
アプダビ（アラブiYil(|iljfjIl）７５２８３６
ミラノ（イタリフ．）７`１５７５.コ

ジヅダ（･リウジブラピブ）７３．７７８B

ブラッセル（ベルギー）７３０７５Ｂ

マナマ（バーレーン）７１６７３９
卜、ン卜（カナダ）６９７８Ｚ４
テルアビブ（パレスチナ）６９５６６６

垣ヨニーエＬ二LZzLyユ１－＿且qf￣－６聖
アムステルダノ、（オランダ）６８４６８４
ソヮル（Oflll） ６８２７７２

モントリオール（カナダ〉６７９６９３
ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙグ ６６．９６９ｌ

シドニー（オーストラリア〉６６９６６７

シン〃ボール ６６５８２．７

パ.）.マシティ（パナマ）６１２６９７

，丁スフ･シゼルス〈アメリカ）６ｑ５－－－６Ｚ２
７・テオ．（ギリシヤ）６０２６２０

存池 ５７．４７５．１

黙蝋騨』-菫1三一鑿
ラゴス（ナイジェリア）５２９５０Ｉ
イスタンブール（トルコ）５１８５３４
二コシア（キプロス）－－－５ＬＺ－４９２
パンコック〈タイ）４９１５５．ｌ
カイロ〈エジプト）４９０４６］
マニラ（フイリヅヒン）４８５５０４
二△:カノLヱLj-z-l2j:え正)二?皇旦－－４聖
クワラルンフ･＿ル（ﾏﾚｰｼ７）４７５４６３
ヨハネスプルグ(1)ｉ７･フリフー）４７．４４５０
Ｊ１（ニノタ（コロンビフ.）４７３４７５

ｉｆ器計鴇冊lizf込'一;:十一一;霊
僻糞柔1』焼ＪＡｌｌ３Ｒ縄
Ｊ,【ンペイー（インド）４３０４７．６
注：３つのレンタル面好芝ふくむ111の楓便財・サーヴィスの

調査がとりあげている品目数は、１１１世界各

都市の職種別雇用者（12職種）の年間労働時

間、年収、可処分所得を調べ、消費購買力の

国際比較、まで行なっている。

調査票は、価格に1罰する141の設問と､１２

の異なる職業従事者の給与、給与控除、労働

時間に関する96の設問からなる。１２職種とは、

'１，学校教師、バス運転手、自動車機械工、建

設作業員、治具エ、旋盤エ、調理師、部長ク

ラスの経営管理者、電気技師、銀行出納係、

秘書、セールスウーマン、繊維労働者（女子）

である。調査は、スイスユニオン銀行との提

携銀行、ユニオン銀行支店および各都市のユ

ニオン銀行代表が担当。通貨換算は1988年

３月のレートを使用したとされる。

調査結果の物価水準を第１５表に示す。

研究部自身が注意を喚起している点は、バ

スケットの中身がヨーロッパの生活を前提し

ている、実際の消費は相対価格によって決定

万

幻

一

。

‐

￣

するので、実際の消費よりは生計費コストを

高めに推計している、質問票における個々の￣－－－￣－－－￣－－．－．－－
ヨーロプパの滑矢憤庁に王づ色ウェイトづけた望賃竺計氏

消費財・サーヴィスの項目は出来る限り詳細出所：邦奴.迂艶労三r政策貢科碕橿n゜･'５９｣'９３９．２，.ユ

に記したが、各地の商品の選定は調査員に委ねたので、価格比較を厳密には出来ない、給

与とは各都市の雇用者に支払われた給与水準である、竿である。数字は、１２職種の給与・

賃金について、雇用者数、収入額、男女比に基づき加重して算出した、とされる。．

－４２－



(4)ＯＥＣＤ

ＯＥＣＤもまた、国連の国際比較プロジェクトに対応して、物価水準比較についての作

業を勢力的に進めている。ＯＥＣＤの場合は、ＯＥＣＤの国民経済計算を作成しており、

ここでの実質霞算出の必要が、第一義にある。最近の作業としては、1980年についで1985

年に消費購買力についてのベンチマークを設定するための調査がEurostatとの協力でお

こなわれた。1990年の改訂までは、これに為替レートや消費者物価の上昇率を折りこんで

延長推計し、ＯＥＣＤの各種読計に示される。ここでは、い、比a7omcmdjCa6oz1s

(Aprl989)に示されている統計を、第16表として引用しよう。

ＯＥＣＤの壼萱は、ＯＥＣＤ加盟22カ国のうち20カ国の首都で、１２のＥＣ加盟国につい

ては、Eurostatの賓金による公式調査として行なわれ、非ＥＣ国については既存調査から

データを得る形をとった。これら価格資料は、Eurostatにおいて、総合化されている。購

買力平価は、浩費費目について、Eltelo-Koves-Szuluc(ESK)法によって、次いでＧＤＰベ

ースで、Geary-namis法によってくくられた、とされている（OECD,1987a）。

。

■

第16表購買力平価(GDPﾍﾞｰｽ）堂物価禅=ＯＥＣＤ－

■

■

出所：OECD,jMZi/7βとｏｎｏｍと

」hdicﾖ“盾,Apcl989
P､173,表の一部
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(5)経済企画庁。

①小売物価水準の比較。（i）ここでは、物価水準の国際比較について、方法論的な注

意点等についての論議がある。小売価格の比較の際の問題点として、第一に、同一品目で

も、所得水準、経済政策、経済社会・文化の違いのもとで同じ効用を待つわけでなく

、国内での相対価格構造が違い、政策的な価格の抑制がある、等で同一品目の単純な価格

比較がどの程度意味を持つかという点がある。

第二に、対象となる商品の品質、規格やサーヴィスな内容が統一できない。これは、食

料品における品種、消費者の嗜好、販売形態の違い、気象条件などによる需給関係の変

化、教育費や住居費などのように、国民性や制度、資源の賦存状況などの違いに影響さ

れ、比較困難、あるいは国によって存在しない品目がある。

第三に、変動相場制度でレートが日々変動しているので、どの時点の為替レートを使う

夕

。

￣．1986.10-1987-2

第17表主要都市間小売り価格比佼：二つの方式による国際比較（亜京－１００とした瑠合）

刀

(lili零）山位UfII1I当たり戌企は日本烈行「国胴比lZ院』f」による゛

出所：経済企画庁『物価レポート､３７J２４１
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かによって、結果が大きく変わるという問題点をもつ。

(ii）調査．計算方法。各都市で同一品目を幾つか選び、幾つかのサンプルを拾い出して

現地通貨建て小売価格を調査し、平均値をとって円換算などの加工を施す。価格調査は、

食料品については日本貿易振興会調査、その他品目については経済企画庁委託調査として

行なっている。

これの国際比較の方法として、一つは、為替レートで円に換算して品目毎に比較する

形、もう一つは、価格の高さも賃金の大きさによって負担感が違うので、現地建て小売価｛．

■

第18表主要都市間購買力平価比較（企画庁） 1986-1ト1987-2

？

(備考）Ｌ世界三要瀦市の'１､売価格調査（曰木貿易脹興会調査（61年10月一食料品）、淫涜企画庁委託調査

（62年１月一その他品目))、鯵務庁疏:↑局「小売物価銃:|･調査」から径済企画庁物価局で試算。

２．ウエイトは、消蜜者物価寅京部区部ウエイトを用いた。

３．ニューヨーク、ハソプルグ、ロンドン、パリを１００とした東京の物lili水狐は､各1W１１買力平価をそ

れぞれ潟査時点の為替レートで除したもの。

４．各祁市iH1の比妓可能性を模対し適当と考えられる品目を選んだ資ので、拭瓦にⅢいた品目散は全翼

査品目散より少ない。

５．公共料金の内訳は、電気代、電話料、航空運賃等であり、性質や制度上比股が肥しいガス代や水

道料は除いた。

６．品質、規格等が必ずしも一致しないこと、サンプル数が限られていることなどの日本貿易振興会

凋査固有の制約に加え、各項目の品目散の少なさ、ウエイトのカバレプジの小ささなどの１W'約６あ

り、使用にあたっては＋分な注意が必要である。

出所：経済企画庁『物価レポート'８７』946

■

■

－４５－

項目 品目散

ウエイト

一万

分比
）

東京一ニューヨーク

瞬實力

平価

円/Kル
’
０
東
価

宅
旧
た
物

三
一
し
の
準

一
一
ク
と
京
水

東京一ハンブルク

購買力

平価

円/-号▽ﾙク

ハンブルグ
＝100

とした東
京の物価
水単

東京一ロンドン

IFW買力

平価

円/ﾎﾟソド

ロソドソ

ー100

とした棄
京の物価
水辿

東京一パリ

}Ｍ買力

平価

円/ﾌﾗﾝ

パリ＝
1００．

とした票
京の物価
水準

食料品 1２ 289 242.8 157 122.7 156 353.2 155 35.5 147

－股商品

蛍惟３１品

百i久jn1YI1（

そのｌＵｌ
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388
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122.8

160.4

125
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148

1９３
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9７
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9５
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共料金 ７ 688 137.1 8９ 74.4 8９ 314.4 136 2４．５ 9８

縫合 7６ 2.547 180.5 117 93.6 113 311.4 ・１３５ 26.9 108



格を現地建て通貨での単位時間あたり賃金で割ったものの相対比を見る形がある、とい

う。この両方式による結果表は、第17表のとおりである。

②購買力平価。物価水準を全体として比較するためには、個々の品目の価格水準の比較で

はなしに、これらを総合しなければならない。ここで、品目とその数量（マーケット・バ

スケット）を一定にして（マーケット・バスケットを定めて）、これを購入するに要する

金額を算出し、これの相対比一購買力平価一を出す方式が登場する。

この方式について、企画庁は、どのようなバスケットを基準にするのかを一概にはいえ

ず、消費者にとって効用が同じ品目の価格を比較するのは事実上困難である点を問題点と

し、一義的に購買力平価を決定するのは困難なようだという。企画庁は、ＯＥＣＤの試算

を紹介しながら、先の小売価格比較調査に基づく試算結果を第18表のように示している。

これらは、『物価レポート』に示されている。

■

(6)その他の計算。

①ＥＣ統計局：購買力パリティーと小売価格水準。ＥＣ統計局は、その「消費者物価指数

」シリーズの小刷子で年３回、＜消費購買力平価と小売り物価水準＞を発表している。第

19表に1987年10月分の翻訳紹介されているものを示した。これは、1985年の大規模な調査

の結果をベースにして、各国の消費者物価指数によって延長推計したとされている。なお

EC-EurostatのLabourCostに購買力基準表がある。別の機会にとりあげたい。

②ビジネス・インターナショナル社（ExecutiveCost-of-LivingSuwey）。この会社は

経営コンサルタント企業で、この資料は必要都市に関しての注文販売である。世界各地に

派遣される会社役員の俸給・労働条件を設定・変更する際の基礎データとして提供するた

め、世界103都市で国際比較可能な消費財・サーヴィス160品目・サーヴィスの価格を、

BI社の通信員が、４月と10月にそれぞれ５日間調べている。デスカウント店価格、スーパ

ー価格、専門店価格の三レヴェルでとらえられて価格水準、ウエイト固定のマーケット・

バスケットによって生計費指数にまとめられている。価格調査は、詳細であるといえる。

この調査によれば、1988年４月において、ニューヨーク100に対して、東京は221、大阪

・神戸が219で、物価高のトップ１位、２位をしめている。

③住友商事。住友商事は海外店舗へのアンケートによって、世界７８都市から、２７品目・

費目についての価格・サーヴィス料を調べ、円換算で表に示している。結果は、『住商

ニュース』に掲載されている。

■

－４６－
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２実質賃金の算出

以上にみた消費購買力平価によって、名目賃金を除せぱ、いわゆる実質賃金が算出され

る。以下、具体例として､､スイスユニオン銀行の計算と日本の労働省政策調査部の計算を

とりあげ、とくに後者の手続きについて詳しくみることにする。なお、ＥＣのLa6Dur

Cbstは為替レートを通じてＥＣ通貨単位に換算した表（第４，５麦として引用）の他に

購買力通貨基準と称する一連の表を提供しているが、この基準の説明部分を入手していな

第20表世界５２都市の国内購買力
（スイスユニオン銀行）

収入潅加
ナューリ7と＝100

ロスアンゼルス（アメリカ）’２０．８
チューリ･ヅヒ〈スイス） １００．o

フランクフルト（lﾉ!iドイツ）９５.５
モントリオール（カナダ）．９５コ

いので別の機会にとりあげることにする。 1988年

可処分所慨
ﾉｪｰﾘﾌﾋ＝１００

１１７．６

１０００

７７．３

８５．６

７フ.３

８８．４

８７．コ

８０コ

ぢ

(1)ヌイヌコーオフ票行による計算

この機関による物価水準の調査については、

すでに紹介した。この銀行が、物価調査に基

づいて行なっている計算をひきつづいて見て

いこう。報告書には、さらに通貨交換レート

と購買力平価の表（報告書第５表）も示され

ているのであるが、ここでは、「給与・賃金

の購買力は、理論生計費を稼得収入で割るこ

とによって求められる。その結果は、稼得収

入でどの程度の量の消費財・サーヴィスを購

入できるかを表している」と述べられている

第20表として引用した表に注目しよう。

この表の数字は、給与総額／物価水準（家

賃を除く）、であり、例えばジュネーヴに注

目すれば、92.6/101.1＝91.6で、東京につ

いてみれば、67.2/158.6=42.37である。

この計算における92.6あるいは67.2は、別

に与えられている給与水準（総額）［原本

表２］に示されており、時間あたり給与を、

為替レートで換算して、チューリヒを100.0

としたときの各都市の指数である。分母の

ラプセル（ヘルキーノ ２．２
ジュネーブ（スイス）

ルクセンブルグ

トロント（カナダ）

９１．６

８９．２

８８．６
１－．ミトン（ノ ８８．３

８８．１

８５．０

８４．９

8８．１

７０．２

７４．１

７０６

アムステルダム（オランダ〉

－１－ヨーク（アメリカ）

〒ユギセルドルフ（西ドイツ）

Ｔ帝？2.7６０．２
８２．２７４．８

７２．６６４.フ

７２．２６５．４

シカゴ（アメリカ）８２．２７４Ｂ
ウィーン（オーストリア）７２．６６４フ
ロンドン（イギリス）７２．２６５．４
ラーF三＝Ｔﾗr=うて-Ｆﾗｰﾜｰｱｰ】~三面:百一一帝一一６６.Z

ミラノ〈イタリア）６９．５６３．ｇ
オスロ（ノルウェー）６４．７３８Ｂ
アテネ〈ギリシャ）

ヌーF~ﾆﾃｰﾂｰﾃﾎﾞ7PZRTｽｳｒ=７７７－－６２．０５１．３
（リ（フランス）５７．６５６．日
ダブリン（アイルラン1：）５２．４ｄＬ６０
ヘルシンキ（フィンランド）、５２．４４６．２
百六不うて~了7Iﾌｸ戸｢iW~ｱｦｰﾜｰﾌiFT、5).151.o
ニコシア〈キプ1マス）４６．５．ユ９ｓ
マナマ（バーレーン）４２．６４９．４
１１〔順４２．４４４２

テルアヒフ（ハレスナナノ３７．５．３４．５
マドリ･プド（ポル|-ガル）
瀞港
ジヅダ（サウジアラビア）

３７．２

３４．０

３２３

３９．４

４０．７

４０３

六丁マーフ〒－７￣「フﾏﾏ＝ 2８．９３１．７

ソウル（Ｐ５ＩＭ〕

かラカス（ヴェネズエラ）
イスタンブール（トルコ）
志;】ﾏｰﾗｰr7F7F下~ﾌ77Fフーーー
シンガポール

アブダビ〈アラブiYT長、速｝１K）
ブエノスアイレス〈ｱﾙﾋﾟﾝﾅﾝ）
而了ﾖｰｦｰ(-丁百~ﾌｰﾋﾟｱ丁一一一一
クアラルンプール（７ﾚｰｼｱ）
サンパウロ（ブラジル）

＝

３１．１

３３．３

２ｺ１

2７．５

２７．４

２７．１

２４．８

２１－４

２８．９

２１．６

２４．０

２．３

２コ．１

２０６

2０５

１７．７

１７．６

１６．２

９
８
４
０

０
●
●
巳

３
０
７
８

７
｛
２
１
１

1４．５

１１．９

１０．１

９－６

1７．６

１２６

１２．０

１２．０

ナイロビ（ケニア）
メキシコシテイ（メキシコ）
ジャカルタ（インドネシア）

９．６

７．６

６０

５．７

１．６

８８

５６

６．６

ニラ（フイリ･アピン）７６
イロ（エジプト）６０
ゴス（ナイジェリア）５．７

注：家賃を除く生計愛：時間あたり
収入「総額」

出所：邦訳・近殿労迦『政策資料
fiVfIlNo､159』1989.2,P､６

マ
カ
ラ

－４８－



101.1あるいは’58.6は、第15表で示した各都市の家賃を除く物価水準の項の指数であ

る。この計算においては、物価水準と給与総額の各々において、為替レートを用いて同一

通貨単位に換算した後で、チューリッヒを100とする指数に直している。この手続きでは

分母、分子の両方に同じ為替レートを使用しているので、結局は、購買力平価で時間あた

り給与を除していること、実質給与の指数を算出していることになると考えられる。

表に於いて既に、東京の収入総額がチューリッヒの42.4，半分以下であるが、家賃込み

の物価水準194.4を使うと、34.57になってしまう。

ａ

(2)労働省政策調査部の計算

労働省は最近では、１９F79年と1985年について消費購買力平価の計算をおこなっており、

この計算を基礎に実質賃金を割り出している。

［1］結果表と結論。1985年についての結果麦はすでに、１１で第10表として示した。遠藤

氏は、ここで、名目賃金比較は、人件費としての賃金水準であり、労働者の生活の原資と

いう鼠点からみたものではない、としていた。消費購買力平価による換算を通じての実質

賃金比較結果表は、第21表のとおりである。これによって、実質賃金については、次の把

■

第21表 (労働省二製造業．生産労働者、Ｈｆ計憧）1985年賃金水準の国際比較一項一

本 西}ずイツ９ アメリカ日

1.314.5円
ｌ０３１５

ＩＯ３１５

【，。１５

１０．４７ドル

2.498円
’０６３７

２．４１９

5s隼実労愉呼閻≦だワ鉦企
35零平均襲霄レートで腫瓦
最近時蚕脅レートで換算
輯牢砿頂力平価で漠ｉｒＺ

２２．００－ルク

10783円
１．６７８

２．０oｚ

ｊ
ｊ
Ｊ

ｍ
ｍ
ｍ

く
く
く

（1ｍ）
（124）
（184）

(136）
(123）
(lsz）

年年岡貧企露緬
隼平均遙替レートで娩冤
近時追善レートで換丘
年購豆力平価で換京

Z､850,362,

2850千円
２．８５０

２．３５０

２０．１５５ドル

4.808千門
３，２５１

４．６５６

３６．４９８￣ルク

2.957千円
２．７８３

３D３ＺＩ－
弱
》
銅
哩
巫
饅

(IOC）
(１００）
(ＩＣＯ）

(169）
(111）
(163）

ｊ
ｊ
ｊ

⑬
宛
灯

１
１

く
く
く

z38.54円／ドル 81.03円／一ルク弱年塗香し 卜

76.z5円／マルク１５６．３２円／ドル筌替 レー卜最近時
－－－

（筐）（１）Ｂ本に労醗遁「症月動労鐘十調迩報告」'二主ワ推計。規模５人以上。
アメリカ(±公表孜値（支払い労(鋤時岡当たり萱企）を葵労働時間当走り貫企に准汁｣奥瓦しだ．全.曳摸。
西ドイツはＥＣ「LﾕbourCos[sl984」をペースとして，公表数liiIにより８５年に延長|(崖１.し六二．規換【０人以
上．

K2）凪近時為替レートは86年７，８，９，１０月月末の終値の平均，インターパソク相場及び日銀裁定梱場。

８５準平均為替レートはＩＭＦによる。

（３）（）内は日本-100とした謄臺。

出所：蔓震雅に(1987）「日本・アメリカ．日本・ドイツの消巽BMF貢力
平価」『労勧統計調査月麗』1988．L.P.1７

－４９－



第22表消Z且購買力平価（1985年） 渥になる「消費購買力平価で賃金水準を換算
一

・西ドイソしてみると、日本を'００として、アメリカ
賀i西ドイツ＝

円|醗虎錨182､西ﾄﾞｲﾂ151とその格差は依然として大
ク|水辿

＝｢丙きい。労働者の生活費としての賃金収入をみ９１

１:;るためにIま､実労働時間あたり賃金でみるよ
9８

Ｚａ

ｌ６I5Z

87I7オリも､年間賃金総額で比較した方がより妥当
7２

８８ＩＩＳ

7７１０１である。そこで、年間賃金総額は60年の↑肖費
８２１０８

:によるもの。購買力平価で換算すると日本を'００としてア

アメリカは北メリカ163､西ドイツ116となり、実労働時間

１噸，.
￣司三壽三

黙

アメリカ｜日本
一１－－－－

アメリカーＩ消HYlllUi
l0oとしだ!力平価
日本の物価.(60年）
水準｝／マル

l４８

Ｚ５ｌ

１６６

１９Ｉ

ｌ１２

１Ｚ６

１７０

ａａ

Ｂ８ ロ

主）（１）消YH賦買力平価(±日本の消費iiI;成によるもの。錆辰ﾕﾉ｣〒ｉｕｕＬ室尋フーニｕ〒ニムＷ￣￣～’

(2)物1面の比汝I土日本'美東京都区部,アメリカI土北メリカ163､西ドイツ116となり、実労働時間
東認，西ドイツは全国平均による。

（３）日本．西下イブの光熱・水道(土光熱の柔,教育あたりの場合よりも格差は、縮小する。これ
・誌雄画は詣維蜜のみ。

（4'篝:W杢囎樫'琴！(子馴醗i雫鷲?は日本の労働時間が他の国に比べて長いこと
７６．２５円)。

のためである」とする。この実質賃金算出に
出所：些譲雅仁(1987）￣日本・アメリカ、日本．ドイツの

浦安雪TI力平価ｊＰ労霞筬計調盃月懲さ1988-:.p､１５
使用された消費購買力平価は、第22表;のとお

(注）

リである。実質賃金算出において、名目賃金算出に対して、新たに付け加わるのは、この

消費購買力平価の計算である。この手続きは、基本的に1977年について示され、1985年に

ついての計算は、依拠資料等での若干の違いを除けば、1977年の手続きを踏襲している。

以下、1977年の手続きを中心に、1985年について、紹介していく。

[2］消費購買力雫両i算出の手続き（1977年対象）

(i）算式：①日本ウエイト

ＺＰＪＱＪ／ＺＰｘＱＪ＝ＺＰｊＱｊ／Ｚ（ＰＸ／ＰＪ）・ＰｊＱＪ

②相手国ウエイト

ＺＰＪＱｘ／ＺＰｘＱＸ＝Ｚ（Ｐｊ／ＰＸ）・ＰＸＱｘ／ＺＰＸＱＸ

③幾何平均

パワー更~す

ここで、Ｐ：価格（各国通貨表示）、Ｑ：講入数量

ＰＱ：支出額ウエイト、添字Ｊ・・・日本、ｘ・・・相手国

(ii）品目、価格、ウエイトの調整：

比較国の間には、消費品目、価格、ウエイト（消費支出額）が対応していないので、調

整が行なわれる。

－．消費者物価指数の各品目の分類が違うので、日本の分類に合わせ再構成

－５０－



二．日米比較では、アメリカから住宅購入費等（全体の消費支出額の21.3％）を除外し、

日独比較にあたっては、日本から教育（同一2.6％），西ドイツから帰属家賃相当分

（同一4.5％）を除外して、残りが100になるように調整

三．中分類ごとに日本と相手国の個別品目の比較を行なって次の調整をした。

イ名称が同じで、品質が同じと考えられる品目は、そのまま、価格とウエイトを用いた

ロ品質力薯しく異なるものについては、日米比較ではシアーズ社のカタログ等を参考に

し、また日独比較では、都内百貨店で両国の品質に対応すると思われる商品の価格比

を調べて価格を調整した。

ハＡ国の一品目にＢ国の同種の数種の品目が対応する場合には、数種のうち最もウエイ

トの大きな品目で価格を代表させるか、数種の品目の価格をウエイトで加重平均した

価格を用いた。

二日本と相手国で、調査品目が異なり対応しない場合、同じ効用をもつと思われるもの

のうち最も代表的な品目（最も消費支出額ウエイトに大きい品目）を用いた。

ホ教育、医療、設備修繕、外食等、制度の違いや、両国に固有の品目であることなどで

、価格比較が不可能なものについては、価格比はその品目の属する中分類または大分

類の他の品目の購買力平価と代替させた。

へ比較に用いた品目数は、日米比較で約150品目、日独比較で200品目である。

ネットのウエイトの合計は、日米比較の場合、日本約49％、アメリカ約40％であり、

日独比較の場合、日本約53％、西ドイツ約51％である。

卜日米比較にあたっては、これまでの文献での品目対応表を参考にした。

四．価格

日本：総理府統計局「小売物価統計」の東京都区部の1976年平均価格を基礎とし各品目

ごとの消費者物価指数（東京都区部）の上昇率で52(1977)年小売価格に延長推計

アメリカ：食料はZ1smzated化tai／｣Ubod2rices〃α奴l977AnnualAveragesの

ＮｅｗＹｏｒｋの小売価格

光熱はＢＬＳＪ化taI／"たｅｓａｎｄｎｍａｘＦｓｏｆ〃ｅ１ｓａ/７．〃ZI1ities,Janl978のＮＹ

の料金

■

その他は、BLS:。”JZgP化tail分icesofsl9jecte‘ＣｂｍＤｄ/ｔｉｅｓａｎｄＪ巴rviCes;Fall

1971のＮＹの価格（小売売上税SalesTax）を、各品目ごとのその後の消費者物価指

数の上昇率で1977年に延長推計
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西ドイツ：連邦統計局Ｒｒ℃巧Ｓｍ‘"ejSjmfzSsfurdjeLe6el7sba此mgb』977の1977

年の全国平均小売価格

五．ウエイト

日本：消費者物価指数の1975年基準の全国ウエイト

アメリカ：BLSの小売物価指数の1977年12月のウエイトRelativelmportanceofCPI

Itelll

第23表賃金水準および消喪水準の比較（労働省：製造業・生産労働者）1977.78年
⑪

本日 アメリカ

彌浮|…)’’2(･7ﾌ）｜露(,ｱ8）
①製造業生室労働者実労働時悶当たりｉｆ
金（推計値）
名目格差（日本＝IOC）
実質搭差

②製造菜生産労働者週当たり賃金
名目格差（日本＝ＩＯＣ）
実質洛差

③年間国民，人当たり消費支出頓
名目槽薑（日本＝１００）
実質格差

926.8円

１００

100

37,799円
ｌＣＯ

ＩＯＯ

949.5千円
ｌＣＯ

ｌＯＯ

，ＢＬ３

［ＯＯ

ＩＯＯ

４ｑ３Ｚ７

ＩＯＯ

ｌＯＯ

ｌＤＯ３２２
１００

１００

６．１０ドル

［７６．７

２００.Ｚ

228.90ドル

１６２．６

１８７．０

５．５６sドル
１５７．４

１８１．０

１２．８０マルク

１５９．７

１５７．２

４６５.ＣＯ－ルク

１４２－３

１４０．０

１０．８８９－ルク

１３２．６

１３０．s

６．６２

１４２．０

２０１．２

２４９.２７

１３０．１

１８４－４

６０１３１

１２５．０

１７７．１

１３．４４
司

餌て

【４３．５

１５７．１

４８６－０ｦ．

１２６．３

１３３．コ

【1,6Ｕ

1１７．９

１Ｚ９．１

艫
レー卜（年平均）
力平価（幾何平均）

替
買 -268.51円／ドル

ー。０８．８

210.47【15.65円/マルク
２９８．３１１３．８

1０４．７８

１１４．７．

資料出所：ILO「YearbookofLabou「Statistics」
ＵＮ「MonthlyBulletinofStatistics」
IMrTInternationalFinancialStatistics」
その他各国資料

(注）！）実労i動時間当たり賃金（推計値）は，本月報53年９月号「賃金・労働費用の国際比較について」を参照。
なお規模は．日本５人以上，アメリカ全規模，西ドイツ１０人以上である。

Ｚ）日本の賃金は．５人以上製造業全労働者の貸金に．３０人以上の全労働者と生産券醐老の貸金格差を乗じて捷
計。

３）西ドイツの53年の賃金は．５２年平均賃金に．５３年４月の対前年同月上昇率を乗じて推計。

出所：古田裕薬(1979）「麻買力平価の国際比較について（試算）」
『労働統計調査月綴』1979.6.ｐ､８

第24表各種鰻関による賃金水準の推計位1977.78年

ア．メリ力

８

＝

闇
①本試算

鱗;蕊

９８．４

ICP､５

】’６．９

１８４．６

１２３．２

１６９．５

ｌｌａ６５

ｌ０1．７８

９８．７

１１５．３

(95.599）

l【５．０

１４１．７

[６２．０

113.8

１１４．７

１１５．４

２１２．８

(117.8）

308.3

２９８．３

３３２

2６８６５１

２１０－４７

２０５

２０４．１

資料出所：ＵＮ「MonthlyBulle［ｉｏｎｏｆＳ上atistics｣，西ドイツ連邦読計局「InternationalerVergにichdcr
PreisefurdieLebenshaltung｣，国民春闘共闘会議「1979年国民春闘白書｣，日温巨至労働辰済符別委
会「賃金・労働時間の国際比較」（昭軍年lz月）８

（注）’）本試算，国民春闘共闘会議の推計は，日本ウェイトと相手国ウニイトの結果の幾何平均虹である。
２）国運准計値は，国連議員の消費パターンにより算定したものである。

３）西ドイツ推計は。，958年時点における露買力平価をその後の物価指数で延長したものであり，西ドイプウ
ェイトによる結果である。

４）日経連擢計は，５讃関の推計値（西独連邦iうて計局，日産ビジネス，国運職員生計頚振孜，BIM１敗・Ｕｒｌ
Ｓ指数）の最高・最低を除いて平均したものである。

出所：古田裕簗(1979）「購買力平価の国際比較について（試算）」
『労働統計調査月綴』1979.6Ｐ､８
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西ドイツ：1970年基準生計物価指数の全世帯のウエイト

’，DieWagungsschemataderneuenPreisindizesfurdielebenshaltungaufBasis

l970，,砿rtSchaftmdStatiStiA1973･１２

(iii）推計上の問題点

労働者の生活水準について語らない。比較は、消費支出としてのフロー面に限られ、金

融資産・住宅等のストック面については比較をしていないし、さらに医療給付や教育の公

費負担等の公的消費については考慮していない。

賃金からの所得税や社会保障負担費の控除の割合が国によって異なる。

物価水準の比較の際に各国の税制の違いに注意する必要がある。アメリカの小売売上税

や西ドイツの付加価値税である。

アメリカ、西ドイツにはチップの慣習があり、税制の違いと同じ

結果の計算は'１，単位までだされているが、大体の傾向にすぎない。

国際比較の際の資料の制約があり、英、仏の価格資料が入手できなかった。

(iv)消費購買力結果表と他の算定例。この1977年対象の算定結果は、第23表ｉである。ま

た、同じ時期の他穣関による計算例の一覧が示されているのでこれを!第２4表:として引用し

ておこう。

[3］消費購買力二円両i計算手続き（１９８５年）

(i）結果表。推計結果は、日本の消費構成を前提した場合、相手国の消費構成を前提した

場合、両者を幾何平均した場合が、第25表に示されている。

「消費購買力平価はわが国の消費構成を前提として、日本・アメリカ間で１ドル２３１

円、日本・西ドイツ間で１マルク91円となっている」。「消費購買力平価は消費構成が

変わることによって変化する。そこで、２国間の消費購買力の算出に当たっては、両国の

消費構成によるそれぞれの消費購買力平価を求め、これを幾何平均するのが一般的であ

る。日本・アメリカ間ではアメリカの消費ウエイトで1ドル303円幾何平均で１ドル２６５

円となる。また、日本・西ドイツ間では西ドイツの消費ウエイトで１マルク119円、幾何

平均で1マルク104円となっている。いずれも日本の消費構成によるよりも円安となって

いる」。

(、)品目、価格、ウエイトの調整

消費者物価指数算定の基礎品目数は、日本540、アメリカ381、西ドイツ７５３である

が、さらに品目の種類の違い、品質の違いによって価格比較可能なものの数は限られてい
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第25麦ウエイトの違いによる購買力平価の違い (1985年）
－の－－

￣げぷ
一一

帰屡家賃を除く場合｜偏屈家賃を含める場合域池

ｌＬ－国｜…鬘ｲﾄ|腿圖ｳ雲7F｢霊１百T雨'百；､：;可i1面ﾗｰﾆT-FT葱ZF弄面ラ
￣

本：了日

東京蔀区部
一一一一一一一一一一一

日本ｴF湾（広息j市）
一一￣￣￣￣￣￣￣￣－

J周［京都区部
一一一一一一一一一一一

日本平均（広島71『）
－－－－芒｡?￣￣￣￣

リカ北東部 231円／ドル ３０３２６５２３４ｚ9６Ｚ６３

Ｚ３Ｚ３Z８２７６２４４342289

9【円/マルクＩｌｌｌＯ４９４IＺＯｌＯ６

８７１１０９８８４１０７９５
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝－－－－＝＝－－…＿ニミニー〒一二一＝二勺.＝.－－－三・%ニニーーー－．－－－－－－

アメ

アメ リカ平均

西ドイツ平均

西ドイツ平均

出所：透雇雅に(1987）「日本．アメリカ、日本．ドイツの消蚤露買力
平価」『労働統計調査月麹1988.L.P.1５

る。例えば、重ドイツは、教育費の大部分が無料で、教育に関する品目がないので比較不

可能.日本特有の醤油、味噌、日本にないものが、皿洗い機、芝刈り機で、それぞれ比較

不可能。価格比較可能品目について、基本的に1977年の手続きを適用している。結局、価

格比較を行なった品目数は、日米間では124、日独間では181であった。

ウエイトについても、同じ手続きである。すなわち、アメリカ、西ドイツの品目を日本

の分類にあわせて再溝成する。アメリカで住居の中に含まれている光熱、家具・家事用

品、通信費を分解、西ドイツの食料にふくまれているタバコを諸雑費に移すなど。

さらに、保眞・医療（大分類）は、対応品目が米、ドイツに少ないため除外する。日独

比較では、教育費を除外．帰属家賃を含むウエイトと含まないウエイトを作成。品目に対

応するものがない場合は、それが属する小分類において比較可能な品目に比伊底分させ、

アメリカで数品目の総合に対してだけウエイトが与えら九場合、比較可能な品目にウエイ

トを均等配分した、等の手続きである。

この結果、比較を行なった品目の原ウエイトは、日本・アメリカ比較の場合、日本が約

３９％、アメリカが約45％、日本・西ドイツ比較の場合、日本が約4496,面ドイツが約４７

％になったという。

（iii）推計に用いた基礎資料

価格とウエイトの推計に使用した基礎資料はそれぞれ次のものであった。

ａ_価格。日本富統計局『'|､完物価統計』の東京都区部と広島市の1980年の年平均小売価格

アメリカ：＊食料及び光熱費、ガソリン価格一BLSのＣＰＩＤｅ垣iledReportUayl986に

よる86年５月のアメリカ北東部及び全国平均の価格を各品目または小分類の消費者物価

指数上昇率で1985年平均価格に換算

＊交通・通信については、ニューヨーク州政府及び商務省等の出先Ⅷ農関において資料収集

－５４－



及びヒアリングを行なった

＊その他は、BLS:ＡＶ巴IHg巴施tajj分ｊｃｅｓｏｆ鉋１ectedCmmditiesands色ITicesbFall

l971を基礎の消費者物価上昇率で延長推計

＊以上の資料で価格を得られない場合、ConsumerUnion:Cbﾉﾌﾞ､､mer･Hlgport及びSears

RoebackandCo・の商品カタログを参照

西ドイツ：連邦統計局〃ｅｊｓｅｍｄ２ｒ可eisemdizesrhrdieLe6eﾉﾌﾞs/ねjtUngI985による

1985年の全国平均価格を用い、一部の品目に関してはQuelle社の商品カタログにより

規格品質等の調整

家賃については、西ドイツ、アメリカとも住友商事ニュース1985年11月号による1985年

７月の価格

b・ウエイト。日本：統計局『全国消費者物価指数』の1985年基準のウエイト

アメリカ：BLS:CPI-Uの１９８５年12月の全国ウエイト

西ドイツ：DieWaLgungsschemaderneuenPreisindizesfurdieLebenshaltungauf

Baisisl980（flrejSeul7d分eisemdizesfilr血eLe6ejT3ha/、､91984.8）

(Ｗ)推計上の留意点

氏が指摘しているのは、一つは、品目の価格について、アメリカの州によって率の違う

売り上げ税は、消費者の負担であるが価格にふくめず、西ドイツの価格にふくまれている

付加価値税はふくめているという、取り扱いの違いがあることである。

二つには、1977年に指摘されていたことであるが、賃金水準の比較についてである。賃

金をすべて消費支出に当てると仮定しているが、所得税、社会保険料等が賃金から控除さ

れる、賃金で購入される消費水準のみの比較であり、金融資産、住宅等のストックを比較

しておらず、生活水準の比較ではない、税、社会保険料拠出によって享受しうる行政サー

ヴィスについては比較していない、等である。

[4］コメント

消費購買力平価の計算は、以上紹介したように、大がかりで詳細な作業を必要とするの

で、これに基づく実質賃金計算は多くはない。そのためもあって、最近の代表的な計算例

である労働省政策調査部の計算に注目しているわけである。すでに、計算者自らが、留意

事項を幾つかあげている。この計算を評価するために、何を指摘すべきか。

中尾氏が一定のコメントを加えているので、この点をみよう。

氏は、６割近くの消費財・サーヴィス品目の価格比較ができないでいる、消費者物価に

ａ
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は土地価格がふくまれていない、賃金には生活上、社会保証・社会的サーヴィスとして受

け取っている「社会的給付」－亜ドイツの児童手当（家族手当）、低所得者への家賃補

助、家賃補助はアメリカにもある－がふくまれていない、ヨーロッパ諸国の教育費は大学

までほとんど無料であり（フランスの高等教育は－部有料）、アメリカは高校まで無料、

大学は有料だが手厚い奨学金があるのに対して、日本は極端に高い、保健・医療費も同じ

である、要するに日本では、欧米の労働者が社会的給付として受け取っているもののうち

のかなりの部分を、賃金で賄わなければならない仕組みになっている。したがって、「日

本と欧米との賃金購買力は、消費購買力平価換算賃金で比較したよりもはるかに大きな格

差があるとみなければならない」とする。‐・

これに加えてさらに若干の点を指摘すれば、その品目と品質の同一化作業および結果の

詳細（個別品目の価格比較表、ウエイトなど）は公表されていない。筆者は、労働省に問

い合わせてみたのであるが、公表しうる一層の資料は無いとのことであった。第一に、消

費財価格調査は、同一品目にあっても品質の遠いがによって価格が違い、同じ品質であっ

ても、同じ市の中で地域や店によって価格が違うなど、把握が非常に難しい。第二に、こ

れをどのようなウエイトづけするか－対応する品目がない場合のウエイトの拡張・調整、

またどの階層のどのような消費内容を基準にするか－によって、費目ごとの価格差がある

場合には、総合指数は変化する。住居費、教育費その他の重要項目の除去によって、どの

ような影響がもたらされているのか。帰属家賃を含めた場合とそうでない場合については

第24表に示されているが、他の費目についての手続きについて、読者サイドは、再確認す

る手立てを待たないまま、いわば一方的に信じなければならない状況にある。さらに、第

三として、第24表に示されているとおり、日本ウエイト、相手ウエイト、幾何平均によっ

て大きく違う。例えば、東京都区部とアメリカ北京部との対比では、帰属家賃を除いた場

合１ドルそれぞれ、231,303,265円である。それぞれに対応して、アメリカの実質賃金は

三

＝

日本1315円に対して、2419,3172,2775円になる。すなわち、日本を100としたとき、184、

241,211である。労働省の計算は、相手国ウエイト平価、幾何平均平価のいずれをも排し

てこのうち、日本ウエイトの１００：１８４のみを採用している。この点も問題になる。

以上は、名目賃金の箇所（第10表）で問題にした、賃金概念やフルタイムとパートの混

在といった問題、さらにさかのぼって労働時間における調整の不十分（日本の労働時間の

過小評価＝ワーキング・ペーパー：No.３参照）を問わないでの問題点である。

そして、製造業・生産労働者の代表性を確認していないこと、あるいは賃金の分布、さ

－５６－



らに労働費用等をとりあげていない。すなわち、これらの作業を見るかぎり、実質賃金比

較として未だ十分なものとはいえない。

３実質賃金比較についての全体的要約一論評

名目賃金比較が、各国の物価水準を考慮に入れず、したがって、賃金によって獲得され

る生活維持のための消費物資・サーヴィスにかかわらないとなれば、労働者生活との関連

では、名目賃金比較は意味の薄いものになる。ここから、消費者物価の水準を比較する試

み、そして賃金とこの物価水準を対比した実質賃金において比較する試みが行なわれるの

は当然のことである。

第一に、小売り価格・消費者物価の水準を比較についてみれば、これには理論的・実際

的に非常な困蓬を伴う。各国において、同じ消費品目を調べようとする。品目についても

品質が違えば価格は違ってくる。そこで、－国内各地域の調査におけるように、品質・

銘柄までを特定して調べることは可能かといえば、それは不可能である。そもそも品目自

体が各国で揃うということ、いわんや品質・銘柄を統一することは難しい。そこで、同じ

効用の品目を調査するという考えが登場するが、これでは客観的な比較として難がある。

さらに、仮にその品目があったとしても、各国の消費生活におけるその意義（必要・需給

度）は、各国に特殊な消費文化・価値の違いに照応して違う。必要の大きささに応じて、

政策的に価格が抑制されているケースがある。この価格の高低に対応して需要が変化し、

消費量も違う。ここで、同一品目・品質を追求すること自体の意味が問題になる。賃金が

どれだけ生活の実質を支えるかを把握しようとするときに、国の違いによって、消費生活

｡

●

の基礎品目とはいい難いものを追求することに意味があるのか、という問題である。この

点については、それぞれの国の家計調査から得た消費支出ウエイト、あるいは国民経済計

算における個人消費の項目別ウエイトを用いて、加重平均することで、ひとまずは、各国

ごとのその品目の重要性の違いを考慮したものとみなすのである。この作業が、問題の解

決になっているかは吟味を要する。とはいえ、このようにして、消費品目ごと、消費費目

ごと、さらには消費全体について二国間の価格・物価比を算出して、消費購買力平価が獲

得される。

消費者物価に関して同一品目を一斉に調べる国際的調査としては、国連、スイスユニオ

■

ン銀行、ＢＩ社、ＯＥＣＤとＥＣ共同の調査がある。このうち、国連はその職員、ＢＩ社
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(ま会社役員を前提している点での消費パターンに特殊性があり、価格調査としての厳密性

に関してもなお十分かどうかについては情報は少ないので、参考Iﾃとどまる。国際金属労
連（ＩＭＦ）による購入に要する時間への換算は、これまでもしばしば試みられてきたも

のであるが、最近のものとして継続している点、これをで注目してよい。ＯＥＣＤがＥＣ

に多くを委ねている調査は、ＥＣ加盟国については一斉調査であり、ＥＣ非加盟は、これ

にあわせて各国既存資料を提供している。結局、統一的な調査が困難な物価調査について

は、地域的一斉調査に他の国のデータを調整して連結して行くことが、望めるところであ

ろう。とすれば、各国の小売り価格調査の詳細な原資料が与えられるなら、その資料の中

から品目・品質の同一性を求めるという手続きも追求されて良い。しかし､一般に各国の

原賓斜と1,っても詳細には公表されていないし、与えられた場合の作業は膨大なものにな

る。目下のところ、ＯＥＣＤ－ＥＣ資料に依拠する道とく各国原資料によって調整する道

とが、追求されるべきところであろう。

第二に、物価調査の結果を総合化する方法について、本稿では、詳細にはとりあげなか

った。これには、品目の小グループについて、単純平均と加重平均がありえ、多くの品目

をふくむ費目ないし消費者物価全体については、加重平均が必要になる。加重の際のウエ

イトには、家計調査結果によって（階層別）消費タイプ別をもふくみながらのウエイトづ

けと、マクロの個人消費支出統計によるウエイトづけがある。マクロの個人消費支出統計

にそくしたウエイトづけについては、国連国際比較プロジェクト(UNICP:UnitedNations

。

InternationalComparisonProject）に対応して、最近その推進力となっているＯＥＣＤ

が検討作業を深めている（OECD文献）。マクロレヴェルの実質額比較のための購買力平価

算出を重要な目的としているこのプロジェクトは、規模と参加国の増加からみて、その結

果の利用価値に注目すべきであるが、賃金を実質化するための指数としての価値について

は、なお検討を要する。

第三に、購買力平価計算からさらに実質賃金計算に進んだものとして堅固なものは少な

く、本稿ではスイスユニオン銀行と日本の労働省の計算を紹介したにとどまる。ユニオン

銀行の作業も手順をふんでいるが、価格比較における厳密性の不足は自認しており、総合

化のためのウエイトは、ヨーロッパでの生活を前提しているという限界がある。労働省政

策調査部の作業についても、その品目・品質の同一化作業および結果の詳細（個別品目の

価格比較表、ウエイトなど）は公表されていない。すでにふれたところであるが、消費財

・サーヴィスの６割近くが比較できずにおり、土地価格が除外され、また例えば日独比較

＝
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において教育費が価格水準差に大きく影響する項目が除外されるなど、不十分性を持って

いる。さらに、ウエイトが日本基準か、相手国基準かによって、購買力平価に非常な差が

生じている。労働省の計算は、相手国ウエイト平価、幾何平均平価のいずれをも排して計

算している点も問題になる。すなわち、これらの作業を見るかぎり、実質賃金比較として

未だ十分なものとはいえない。、

第四に、ここまでは、専ら方法論的な点にのみ述べてきたので．物価水準や実質賃金水

準そのものについての結論部分を見てみよう。

物価水準は、1988年において、国連によれば、１Ｗを100として、東京１５４でトップ、

ＯＥＣＤによれば、合衆国１００で、日本は162である。スイスユニオン銀行による物価水

準によれば．チューリソヒを１００として、東京は､､家賃を除くと158.6、家賃をふくむ

と194.4であり、ＮＹ１００として換算すると198.5（家賃除く）、208.8（家賃ふくむ）に

なる。ＢＩ社によれば、ＮＹ100に対して、東京221である。概括的にいえば、国際的にみ

て物価水準の高いＮＹの1.5ないし２倍を越える水準ということになる。これらの比較に

あっては、為替レートにおける円高が名目的にひびいている。とはいえ、このずばぬけた

東京ないし日本の物価水準があるために、スエーデン経営者連盟の統計（第6,7表）にみ

るように、名目賃金でなお幾つかの国に遅れをとり．名目の労働費用においては大きく遅

れをとる日本は、実質賃金、実質労働費用で見ると、さらにはるかに低位に落ちる。スイ

スユニオン銀行の計算では、東京100に対してニューヨークが、時間あたり収入で200.5

時間あたり可処分所得で167.6である。円高によって、為替レートで換算した名目賃金が

上昇した一方で、実質賃金は、物価水準の大幅な低下がない限り、低い水準にとどまるこ

とを示す。

とはいえ、再び統計計算に戻るなら、各種の計算には、やはりかなりの隔たりがある。

改めて正確な手続き・計算が追求されるべきゆえんである。

第五に、実質賃金比較においては、このサーヴェイにも反映しているとおり、時間あた

り賃金を指標とするものが多い。これは、労働時間の長短の差を（時間外割増しの問題が

あるが）ひとまずは除去して比較できるという点、そして時間あたり賃金自体が重要な単

位であるという点での必要に応えている。しかし、労働者生活との関連をみる場合に特に

というべきであるが、幾つかとりあげられている賃金総額の他、Ｉの２でふれた多くの指

標一労働費用さらには雇用者所得、世帯所得、可処分所得におよぶべきであるし、さらに

そういった賃金・労働費用の高低を生み出している各国構造の比較に及ぶべきである。こ

９
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れら諸点の検討および計算作業は、次の課題である。

最後に、以上の名目賃金および実質賃金の国際比較の視角・方法の限界として、今日、

日本的な消費社会における「豊かさ」の反省・再検討との関連で、若干の点を指摘する。

名目賃金において､′日本が依然として、例えば西ドイツより低い、逆に途上国よりも高

いと語るとき、また、物価水準を見、また実質賃金を語るときに、「実態消費」が前提さ

れていることに注意しなければならない。これらの比較においては、実態において、消費

量の多い品目・サーヴィスについて、その価格が高いかどうか～名目賃金によってそれら

品目・サーヴィスがどれだけ数量購入できるか、が問題にされているにとどまる。仮に著

侈的品目の支出金額が大きくなり､､バスケットの中にそういった著侈品が入ってきた場合

に、理屈の上では、それらは物価計算にとりいれられることになる。ここには、基礎的消

費財と非基礎的消菱財を区分してそれぞれの物価を見るといった見地はない（もちろん、

この区分をどうみるかはそれなりの問題になろうが）。

今日の日本の国民が置かれている生活・消費状況は、一面において、都市圏における極

度な住宅霊_これに規定されての長時間通勤・通勤ラッシュ、情報過多・スピード化一ス

トレスの高まりの中での、医者通い・薬剤使用の増大・健康管理の必要の増大、過剰広告

、過剰包装、使い捨て消費パターンの強制、膨大なゴミ処理における困難の増大といった

問題を持つ。これは、上に指摘した基礎的消費財と非基礎的消費財の区分を越えて、日本

的に特殊な「負の消費」とでも見て区分すべきであろう。

さらに、この日本的な多消費を支えているものを見ると、地球規模での資源の浪巽一再

生不可能なまでの資源の乱費、一見便利であるとみられた新製品・新物質が、フロンの例

のよう↓こに環境破壊を促進していることがある。日本および－部先進国が今日（上に一部

ふれた歪みを持ちながら）享受している消費内容を、現在の地球上の人類全員が等しく経

験するといったケースを想定することは、資源制約からみて、到底できない。先進国が途

上国資源を独占的に消費しているのである。この点からの問いかけもある。

以上の点で、賃金によって購入されようとしている消費財・サーヴィスについて、価格

が安く、多量の消籔が可能であることが、より望ましいことなのかどうか、消費の質と童

を、資源問題をふくめたより広い視角からの検討することを要請しているように思える。

賃金比較にそくしていえば、これは、「理論的生計内容」を想定して、その充足の度合

いを比較するといった問題につながると考えられるが、ここではこの指摘にとどめる。

←

と
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